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平成１４年１２月南伊豆町議会定例会

議 事 日 程 （第１日）

平成１４年１２月１８日（水曜日）午前９時３０分開会

日程第 １ 会議録署名議員の指名

日程第 ２ 会期の決定

日程第 ３ 諸般の報告

日程第 ４ 町長行政報告

日程第 ５ 一般質問

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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◎開会宣告

○議長（ 田国広君） おはようございます。

定刻になりました。ただいまの出席議員は１５名です。定足数に達しております。

これより平成１４年南伊豆町議会１２月定例会を開催いたします。

（午前 ９時３０分）

◎議事日程説明

○議長（ 田国広君） 議事日程は、印刷配付いたしましたとおりであります。

◎開議宣告

○議長（ 田国広君） これより本会議第１日の会議を開きます。

◎会議録署名議員の指名

○議長（ 田国広君） 会議録署名議員を指名いたします。

会議規則の定めるところにより、議長が指名いたします。

３番議員 鈴 木 史鶴哉 君

４番議員 梅 本 和 君

◎会期の決定

○議長（ 田国広君） 会期の決定を議題といたします。

会期は、議事日程のとおり本日から１２月１９日までの２日間といたしたいと思いますが、こ

れにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、会期は１２月１８日より１２月１９日までの２日間と決定いたしました。

◎諸般の報告

○議長（ 田国広君） 日程第３、諸般の報告を申し上げます。

この報告は、今回の定例議会より報告させていただきます。
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９月定例会において会議規則の一部が改正され、会議規則第 １１９条に議員派遣の条文が追

加され、議決されたところであります。

報告内容といたしましては、町議会で決定した行事及び郡議長会・県議長会・全国議長会

主催で開催される行事等に参加した事項であります。

諸般の報告事項といたしましては、お手元に配付いたしましたとおりの行事内容でありま

すのでご了承ください。

以上、諸般の報告を終わります。

◎町長行政報告

○議長（ 田国広君） 町長より行政報告の申し出がありましたので、これを許可いたします。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長 （岩田 篤君） 本日はご苦労さまでございます。

平成１４年南伊豆町議会１２月定例会の開会に当たり、次の８項目について行政報告を申し上

げます。

石廊崎周辺地域活性化検討会について。

本町の観光は、石廊崎から始まったと言っても過言ではない賑わいを見せた時代もありま

した。しかし、社会情勢の変化により、現在では来遊客の減少で年間２４万人の入り込みと予

想されます。こうした状況の中で伊豆県行政センターは、石廊崎が抱える諸問題を解決すべ

く、石廊崎活性化に向け、町及び石廊崎地区関係者を初め交通機関、南伊豆町観光協会、南

伊豆町漁業協同組合、石廊崎関係観光施設、下田海上保安部等の関連機関に働きかけ、伊豆

県行政センター所長を座長に２０人の構成で「石廊崎周辺地域活性化検討会」を本年５月３０日

に発足させ、第３回の会合までに諸問題を協議し、１２月６日の第４回会合で石廊崎周辺活性

化プランの集約がなされました。

活性化の柱として、①新たな魅力の創出、②既存資源の魅力の向上、③ホスピタリティの

醸成、④新情報発信システムの構築、⑤他地域との連携強化等の活性化を進めていくことで

意見がまとまり、既に石廊崎区では、１２月４日、全日本空輸株式会社から講師を招き、接客

マナーを演題に講演会を企画し、区民こぞって勉強会を開いたところであります。

また、町では、石廊埼灯台の参観化に向け下田海上保安部が実施している海の日、灯台記

念日のイベントに協賛し、観光ＰＲ用パンフレットと温州みかん等の配布で記念日を盛り上
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げてまいりました。今後も石廊埼灯台を観光資源の一つとして、今まで以上にＰＲ等を実施

していく考えであります。そして、１０月１０日には、参観灯台の実現に向けて、南国伊豆観光

推進協議会の各首長の協力をいただきまして、連名で要望書を作成し、東京の「社団法人燈

光会」に要望してまいりました。

今後、来遊客数をさらに的確に把握するため調査も実施し、石廊埼灯台の参観化が一日も

早く実現できるよう努力する所存であります。

「第５回みなみの桜と菜の花まつり」と「第３回南伊豆菜の花ツーデーマーチ」について。

２００３年２月５日から３月１０日まで開催する「第５回みなみの桜と菜の花まつり」は、第４

回の入り込み客の２４万 ４，０００人をさらに上回るものと見込まれます。しかし、駐車場の確保

が年々難しくなり、今回は前回までの出店会場を貸し切りバス等の乗降場所に変更し、花見

客の乗降の安全を図ることとしました。また、下田土木事務所では、来宮橋とゆけむり橋の

左岸を、歩行者安全対策として護岸階段工事により歩行が可能となる工事も始めております。

また、本町で施行している観光施設整備事業の二条川河口にかかる歩道橋も、開催日に間に

合うよう施工業者と連絡を密にしながら進めております。そして、前回も行いました「菜の

花ウエディング」でありますが、２００３年は塩尻市との姉妹都市提携から２５周年に当たるため、

「菜の花ウエディング」も塩尻市から１組、その他２１組の応募の中から、町内出身者の１組

が決定いたしました。こうした募集成果は「みなみの桜と菜の花まつり」のＰＲに一役を担

っており、非常に有意義なことと思います。この祭りは寒い時期で大変ではありますが、町

議会の皆様を初め、関係者の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。

また、賀茂４市町村によります「第５回伊豆早春フラワーウォーキング」が、１月の下田

水仙ツーデーマーチを皮切りに、２月は河津桜ツーデーマーチ、３月は第３回南伊豆菜の花

ツーデーマーチ、４月は松崎ツーデーマーチが開催されますので、大勢の町民の皆様が参加

されますようお願い申し上げます。

清掃センターのダイオキシン対策工事完成について。

平成９年から施行されたダイオキシン類特別措置法により、本年１２月１日から排ガスの排

出基準が強化されることになったため、平成１３年から１４年度継続事業とし、８億 ３，２６３万

５，０００ 円の巨費を投じて、株式会社タクマ東京支社と契約を締結し施工してまいりました

「廃棄物処理施設排ガス高度処理施設等整備工事」も１０月２５日をもって完成いたしました。

これによりダイオキシン類の排出量は、工事着手前の測定値では１号炉が５ナノグラム、

２号炉が１１ナノグラムでしたが、工事完成後の性能試験での測定値は、それぞれ ０．０６１ナノ
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グラム、 ０．０１２ナノグラムと大幅に削減され、環境省が定めるガイドラインの基準値５ナノ

グラムの約８０分の１、 ４００分の１という極めて良好な結果が得られました。また、ダイオキ

シン以外にもばいじんや塩化水素ガスなどの有害物質の排出量も大幅に減少し、煙突からの

黒煙も水蒸気のみの白煙となり、大気汚染防止の効果は歴然としております。

今後は、排出量の基準値の遵守と施設の延命化を図るため、維持管理に傾注する所存であ

ります。

第３回静岡県市町村対抗駅伝競走大会について。

第３回静岡県市町村対抗駅伝競走大会が、１１月３０日、静岡市・清水市を舞台に県内全市町

村が参加のもと開催されました。この日、当町選手団は全員よく健闘し、５３町村中第１７位と

いう好成績をおさめました。多くの町民の皆様のご声援に感謝しつつ、ここに大会の概要を

ご報告申し上げます。

第３回の駅伝競走大会を迎えるに当たり、まず本年４月に南伊豆町駅伝実行委員会を組織

し、選手の発掘や指導体制の確立を図ってまいりました。そして、６月には３０名の選手候補

者が出そろい第１回の合同練習に入り、以来、１１月２４日まで１０回の合同練習を重ねてまいり

ました。監督の指導理論のもとコーチの実践的な指導がよく浸透し、充実した練習が展開さ

れました。

大会前日、１１月２９日の出発式においては、南伊豆幼稚園の園児からかわいい声援を受け、

かつ手づくりのお守りまでいただき、選手一同感激を深くしたところであります。

いよいよ大会の当日となり、県庁をスタートし、草薙陸上競技場のゴールまで１０区間、

４２．１９５キロメートルのコースで熱戦が繰り広げられました。我が町の１０名の選手は、それぞ

れに自己ベストを尽くし走りました。中でも、４０歳以上の選手が走る第３区では区間第２位、

中学生男子が走る第６区では区間第７位、小学生が走る第２区では区間第１１位など、すばら

しい成績を上げました。郷土の期待と名誉を胸に、町民の応援を背に歯を食いしばって走り、

必死にたすきを渡している姿に大きな感動を覚えました。

成績としては、第１回大会が１４位、第２回大会が１２位であったことからすると、今回は順

位を下げ入賞を逃がす結果となりましたが、賀茂地区町村では３年連続第１位でありました。

こうした努力の成果は、必ずや町民の郷土への誇りを高め、そしてまた、町民の世代を超え

た連帯感を強めていくものになると考えています。

最後にもう一度、選手団のご尽力と町民の皆様のご支援に深く感謝を申し上げ、報告とい

たします。
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平成１４年度南伊豆町文化講演会について。

去る１２月１日、作家の五木寛之氏を招いて、南伊豆町文化協会と南伊豆町教育委員会主催

による文化講演会を中央公民館で開催しました。

この文化講演会のねらいは、社会の最前線で活躍している文化人を招聘し、町民の文化意

識の高揚を図るとともに、生涯学習社会の形成を推進するところにあります。

この文化講演会を成功させるべく、ポスターの掲示やチラシの配布、新聞掲載等行ってき

ましたが、講演者が著名な方であった関係もあり ４５０人を超える満員の入場者を迎えること

ができ、その中には下田市を中心に町外からの入場者も多数ありました。

講演内容の概要ですが、「「明るく、楽しく、常にプラス思考で」といった激励第一の現

代的風潮に疑問を呈し、「悲しみや苦しみ」をありのままに受容し表現することが現代社会

の諸問題の中で生きる最善の心構えではないか」と、仏教的な諦観や他力思想に基づいて持

論を展開されました。ほとんどの聴講者が熱心に話に聞き入り、会場に深い感銘の輪が広が

りました。いつになく若年層の来場が多かったことも印象に残ることでありました。

次年度の文化講演会も、この経験を踏まえ、より多くの町民が参加し、すぐれた文化に触

れられる機会となるよう計画していきたいと考えております。

町営中木住宅耐震補強改修工事について。

昭和４９年５月９日、伊豆半島沖地震により壊滅的な被害を受けた中木地区の災害復旧事業

として、鉄筋コンクリートづくり３階建て、１階部分ピロティ方式による２棟１２戸の町営中

木住宅が昭和５０年５月３１日建設されました。

その後、老朽化及び塩害による外壁のクラック、雨漏り、扉の腐食等の小規模修繕を繰り

返し、その間、入居者には大変不便をかけてまいりました。

また、近年予想される東海地震対策事業として、国庫補助事業による耐震診断を平成８年

度に実施したところ、「耐震性能は劣るので被害を防ぐため補強が必要であり、補強計画と

して、１階の強度不足及び耐性の不足を補うため補強壁を設ける」旨の提言を受けました。

そこで、本町では平成１３年８月７日に、株式会社池田建築設計事務所と耐震補強改修計画・

設計を委託契約し、同年１１月２９日完了いたしました。

平成１４年２月５日、中木生活改善センターにおいて入居者及び近隣住民に対し工事説明会

を開催し、平成１４年５月２７日、建設業者６社による指名競争入札を行い、株式会社保坂建設

が落札し、同年５月２８日契約をいたしました。

耐震補強改修工事は、平成１４年５月２９日から着手し、総事業費 ４，７７６万 ９，７５０円のうち国

－７－



庫補助事業費 ３，７２０万円で、１階ピロティ耐震補強壁Ａ棟９カ所、Ｂ棟６カ所、鉄骨階段取

替え工事Ａ棟４カ所、Ｂ棟２カ所、外壁防水型塗装Ａ棟 １，３３３平方メートル、Ｂ棟 ６２１平方

メートルを施工、町単独事業費 １，０５６万 ９，７５０円で、屋外防水改修工事Ａ棟 ２７９．４平方メー

トル、Ｂ棟 １３８．１平方メートル、ベランダ等改修工事を施工し、平成１４年１２月５日完成いた

しました。

今後とも入居者の方々が安心して居住できるよう、適正な維持管理に努める所存でおりま

す。

市町村合併について。

賀茂地区の市町村合併は、「賀茂地区合併問題調査検討会」を本年５月２９日に「賀茂地区

合併検討委員会」と名称変更し、７市町村での合併の可能性を調査・検討しております。そ

の組織として、賀茂地区の７市町村長を委員とする「賀茂地区合併検討委員会」、助役で構

成される「賀茂地区合併検討委員会助役会」、合併担当課長等による「賀茂地区合併検討委

員会幹事会」となっております。

また、賀茂地区各市町村の事務事業を細部にわたり調査・検討するため、総務担当、企画

担当、税務担当、議会担当、会計担当、福祉担当、住民担当、環境衛生担当、商工観光担当、

農林水産担当、建設担当、上下水道担当、文教担当、外部団体担当等々、各市町村の主管課

長、係長などで構成される１４の専門部会、おのおのの担当職員などで構成される分科会を設

置し、事務事業の洗い出しなどを行っているところであります。

また、本年８月１日から「賀茂地区合併検討委員会」の事務局を静岡県下田総合庁舎内に

新たに「合併推進検討室」を設け、賀茂地区７市町村から職員１名ずつ派遣し「賀茂地区合

併検討委員会」の事務全般を行っており、南伊豆町からも企画調整課の職員を派遣しており

ます。

次に、市町村合併の住民に対する広報などでありますが、賀茂地区における合併の特集と

して、７市町村共通の内容で「広報みなみいず」の６月号、７月号、８月号で広報し、「市

町村合併「私たちの未来のまちを話し合いましょう。」」のパンフレットを全住民に配布し

たところであります。

そして、賀茂地区住民を対象とした市町村合併に関する地区説明会を「賀茂地区合併検討

委員会」主催により、７市町村で１０月１０日から１１月２０日までの期間に実施いたしました。

東伊豆町では９会場、出席者 ６４６名、河津町では１０会場、出席者 ４３６名、下田市では６会

場、出席者 ３４９名、松崎町では５会場、出席者 ２８４名、西伊豆町では１７会場、出席者 ５５９名、
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賀茂村では７会場、出席者 ２８２名、南伊豆町では、町内各地の秋祭り後の１１月６日から１１月

２０日の間に８会場で実施し、 ４８０名の出席者がありました。

また、賀茂地区合併検討委員会主催による合併講演会を、元ＮＨＫ解説委員で総務省市町

村合併推進会議委員の山田吉孝氏を招き、「地域の未来と市町村合併」の演題で、東伊豆町、

河津町、下田市、南伊豆町は、１１月１４日下田市民文化会館において、松崎町、西伊豆町、賀

茂村は、１１月２２日西伊豆町健康増進センターで開催いたしました。

次に、賀茂地区の市町村合併に関するアンケートでありますが、平成１４年４月１日現在で

賀茂地区住民の１８歳以上の２５％、１万 ７，６３２人を無作為抽出し、賀茂地区住民の方々の市町

村合併に関する考え方や方向性などの把握を目的とし実施いたしました。

南伊豆町につきましても ２，２６１名の町民の方々にお願いしたところでありますが、東伊豆

町では、賀茂地区７市町村にとらわれないなどの事情により、内容などを一部変更して先行

実施し、過日、その結果の概要が新聞等で紹介されております。その他の賀茂地区６市町村

は、内容等を同一とし、１１月２５日に住民の方々に郵送し、１２月１０日までに賀茂地区合併推進

検討室に返送することとなっており、今後、集計・分析を進めることになっております。

主要建設事業等の発注状況について。

平成１４年度第３四半期（１０月から１２月）における主要建設事業等の発注状況は、次のとお

りであります。

入間地区消防団詰所新築工事 ９７６万 ５，０００円、高橋工務店。南伊豆町清掃センターゴミク

レーン改修工事 １，０２９万円、極東サービス株式会社。１４年災 ５０１／ ３０４農業用施設災害復旧

工事 ３１５万円、五味建設株式会社。下賀茂地区観光歩道橋新設工事 ４，６７２万 ５，０００円、長田

建設工業株式会社。町道下小野線道路維持（その２）工事 ２０４万 ７，５００円、有限会社ヤマダ

組。町道子浦区内３号線道路維持工事 ２５９万 ５，６００円、株式会社西田。町道万耕地線道路改

良工事 ２，７４０万 ５，０００円、伸和建設。町道伊浜区内３・５号線道路改良工事 １，９７４万円、株

式会社保坂建設。町道前田線災害防除工事 ３７０万 ６，５００円、株式会社村山工務店。町道成持

吉祥線道路改良工事 ３３６万円、株式会社保坂建設。石原田２号橋架替工事 ２１６万 ３，０００円、

有限会社山崎建設。１４災１０号（普）山田川河川災害復旧工事 ８１１万 ６，５００円、旭産業株式会

社。１４災１２号（普）毛倉野川河川災害復旧工事 ２０３万 ７，０００円、有限会社ヤマダ組。町立三

浜小学校水路付替工事 ２，８２４万 ５，０００円、池野ブルドーザー株式会社。町立三浜小学校法面

防災工事 ４，２００万円、長田建設工業株式会社。公共下水道事業手石処理分区マンホールポン

プ設置工事 ２，６２５万円、株式会社二和工業商会。石綿セメント管更新事業下賀茂地区配水管
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布設替工事 １，６２７万 ５，０００円、有限会社志村パイピング。石綿セメント管更新事業加納地区

配水管布設替工事 １，７５３万 ５，０００円、飯泉設備工業。下水道工事に伴う手石地区配水管布設

替工事（第３工区） ２，１２１万円、有限会社渡辺住宅設備南伊豆支店。下水道工事に伴う手石

地区配水管布設替工事（第４工区） ６１４万 ２，５００円、株式会社塩崎工業。

以上で、平成１４年１２月定例町議会の行政報告を終わります。

○議長（ 田国広君） これにて行政報告を終わります。

◎一般質問

○議長（ 田国広君） これより一般質問を行います。

◇ 谷 川 次 重 君

○議長（ 田国広君） ２番議員、谷川次重君の質問を許可いたします。

〔２番 谷川次重君登壇〕

○２番（谷川次重君） それでは、通告に従いまして質問をさせていただきます。

かつて経験したことのない不景気が続きます。悲鳴を上げたいような毎日であります。こ

れから先の見通しはつかず、新しい年が来るものかという思いであります。

交通事故でとうとい命をなくす人たちが１年間で１万人とか大変な数であります。さらに

考えさせられますのは、自分で自分の命を断つ人たちが実に３万人にも及ぶという話であり

ます。それも経済苦による自殺、リストラ、ローン等に直面した中高年が多いということで、

胸が痛くなります。新聞には連日、来年度地方財源不足が過去最大、来年度予算案で総務・

財務省方針補助金削減、来年度予算国債３６兆円台後半、さらには、消費税率引き上げ検討等

の文字が躍り、国も県も財源不足に苦慮しているありさまがうかがえます。

そういう状況の中で、当町でも来年度の予算編成作業が進められていることと思います。

現在、総務課長ヒアリングが終わり、その修正の後、ことし１２月末までには現町長のヒアリ

ングが行われ、１月中旬には１５年度の骨格予算の内示がされると伺っております。ことしの

予算編成は、１月末に町長選挙が行われることを踏まえまして骨格予算となるかと思います

が、どなたが町長になられたとしても恐らく骨格部分は変わらないでしょうし、また岩田町

長は２期目もやりたいと強い意思を持って手を挙げられましたので、来年度の予算に関して

はそれ相応の思いも込めていらっしゃるでしょうし、責任もあるかと思います。

そこで、次に予算編成に当たっての基本方針、以下は、岩田町長が後援会事務所開きに当
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たって述べられたということを踏まえましての質問でありますが、観光と農業を結びつけて

の地域活性化、環境にやさしいまちづくり、健康福祉センター建設計画についてお尋ねいた

します。

初めに、来年度予算編成に当たっての基本方針を伺いたいと思います。

歳入面では、先ほど述べましたように大変厳しい中でありますけれども、町当局は不景気

による町税の減収をどれぐらいと見ておられるのか。２点目に、地方交付税交付金の減収の

予想はどれぐらいと踏まえられ、それにどう対応されているのか教えていただきたいと思い

ます。３点目では、どのようにして、大変な中、税収確保を進めていくお考えなのか。

次に歳出面では、１つに、歳出額をできるだけ少なくするようどのような取り組みを指示

しているのか。２点目に、予算執行の執行率をどう考えているのか。３点目に、三役等の報

酬を下げる考え等はないのか。

以上の点について、町長のお考えをお聞きしたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） お答えいたします。

ご存じのとおり、平成１５年度予算は３月定例町議会の議案提出者となりますので、骨格予

算を原則として、行政事務の継続性のためその準備に取り組んでいるところです。現在私が

考えているところでの答弁となりますので、ご了解お願いしたいと考えております。

予算編成に当たっての基本方針ということでございますけれども、少子高齢化の進展、地

方分権の推進等により行政需要はますます多様化している中で、第４次南伊豆町総合計画や

過疎地域自立促進計画に基づく基盤整備、中でも住民生活に直結する事業等は推進し、町民

のサービスの向上に努める必要があります。

一方で歳入は、恒久減税や景気の低迷による町税の減収、制度の見直し等による地方交付

税の減額が見込まれ、財政調整基金の繰り入れに頼らざるを得ない厳しい財政状況での予算

編成となります。このような中で、経常経費の削減やその工夫、また事業の選択による重点

化を図りつつ、財政の効率化を進めることとしています。

質問の平成１５年度の町税の見込みですけれども、平成１４年度予算対比においておよそ

３，８００ 万円の減、率にして４％の減少を見込んでおります。不景気の影響による減収は、町

民税個人分、法人分、入湯税等の減収が見込まれ、また、基幹税目である固定資産税につい

ても、平成１５年度の評価替えによる在来家屋の３％減価分約 ２，６００万円、減額が見込まれて
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おります。また、地方交付税、譲与税交付金についても見込みを立てにくい状況で、現段階

ですと、どの程度の減額になるか非常に苦慮し、国、県の動向に注目しているところであり

ます。

地方交付税の減収分については、基準財政需要額に １００％算入される臨時財政対策債の起

債で対応する予定です。

町税の税収アップは、今日の不況下において課税面での増は見込みにくいので、納税意識

の高揚を図るとともに、京浜地方等への滞納整理をふやすことを考えております。

また、歳出額につきましては、全般にわたって経常経費の削減に努め、庁用車管理の一元

化等、工夫・検討していきたいと思います。また、事務事業の選択による重点化を図り、財

政の効率化を図る必要を強く感じております。また、予算執行につきましては、執行率にこ

だわらずむだな支出をしないよう努め、効率的な運営に努めたいと思います。

公務員の給与改定に伴い話題となっています三役の報酬引き下げにつきましては、教育長、

町会議員の皆様を含めた中で改定が必要かどうか、郡町村会の申し合わせにより、本町は特

別職報酬審議会を１２月１０日に開催し、諮問したところです。この答申を待ち、改定が必要な

場合は皆様にお諮りしたいと考えております。

以上でございます。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 今説明のありました中で、町税の税収アップの中で、納税意識の高揚

を図っていくというのと、京浜方面ですか、滞納整理を行うと。具体的にどういうふうに取

り組まれるお考えなのかと、歳出の面で、庁用車管理の一元化という話と、それから事務事

業の選択による重点化というのを具体的にお答え願いたいと思います。

それからもう一つ、財源調整基金を取り崩さざるを得ないという話でしたけれども、現在

この財政調整基金、どのような状況になっているかをお答え願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 最初の分については税務課長、そして庁用車管理等については総務課

長、また財政についても総務課長より答弁させます。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） 答弁させていただきます。

納税意識の高揚の関係ですけれども、現在我が町の徴収率は、平成１３年度決算ベースでご

ざいますが、現年度分、過年度分を合わせて ８５．４５％であります。つまりこれは、人数に例
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えれば、 １００人のうち約１５人の方が未納となっているということになります。したがって、こ

の方たちへ滞納整理を通じて納期内納付、あるいは口座振替を申請していただくと。いわゆ

る税は納めなければならないという意識を持たせていきたいと、そういうことでございます。

それからまた、南伊豆町納税貯蓄組合連合会、これは区長会でございますけれども、その

会合の中でも税の納期内納付等を呼びかけ、あるいは「広報みなみいず」お知らせ版等によ

るＰＲに努め、全体としての町民の方々の納税意識の高揚も積極的に行っていきたいという

ことでございます。

それから、京浜地区の滞納整理でございますが、固定資産税を中心に京浜地区の方でもか

なり滞納額がございます。したがって、現在のところ５月、１２月、３月、年間おおよそ３回

をそれぞれ、ことしの９月には６人の職員で行ってきました。２泊３日で東京の方へ泊まり

まして徴収したと。それから、１２月ですけれども、先週２組で行って、たまたま今日、明日、

明後日と、２泊３日で１組の職員が出張の滞納整理に行っています。それから、３月につき

ましては、２組４人で京浜地区を中心にやはり滞納整理を行いたいと、このようなことでご

ざいます。

以上です。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） それでは、お答えをいたします。

先に庁用車管理の一元化等、小さなことなんですが、事務改善というよりも、もう一つと

いたしまして、各課管理の庁用車が現在３８台ほどあります。その中で、例えば建設課の災害

車であるとか、そういった一部を除きまして１７台を総務課管理といたしまして、共有車とし

て、それで総務課管理の共有車であいているのを貸し出す、そういう形で車自体をフル回転

できるように、活用できるような形に改めていきたい。そういう中で、車が現在３８台ある中

である程度減らすことができるかなと、効果が上がるなと考えております。

それから、事業の選択による重点化、これも町民ニーズが高い中で非常に難しいことです

が、財源があっての話でございますので、事業につきましては、例えば補助金の見直しが

前々から言われておりますが、それから事業の整理、合理化、そういったことを考えていき

たいなと思います。

それから、財政調整基金の繰り入れにつきましてですが、これは南伊豆町財政調整基金条

例の方に一般会計財政調整のために設けるものであるんだよということの中で、処分をでき

るのが、経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合において不足額の財源に
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充てるとか、５項目ほどございます。そういう中で、どうしてもやらなければならない三浜

小学校とか、そういった中で財源不足が生じた場合には、ある程度詰めるものは詰めた中で

これも使わざるを得ないのかなと。

１４年度の例を見ますと、１４年８月末の資料なんですが、財政調整基金が１０億 ５，３７９万

９，０００ 円ほどあります。これを、現在まだ取り崩してはおりませんが、ダイオキシン対策等

で、一応予算上は４億 ６，６００万円、財政調整基金の繰り入れを予算化しております。ただこ

れは、先ほど町長が申し上げましたとおり、むだなものは使わないようにして、４億 ６，６００

万円の繰り入れを減らしたいなとは考えております。

全体の基金で２２億 ９，０００万円ぐらい、一般会計の基金でございます。その中の１０億 ５，０００

万円が財政調整基金になっております。

以上でございます。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） ９月議会での長野県山形村に視察に行った折に、そこの説明に当たっ

てくれました職員が、ごみの問題にしても、それから町の、そこは農業立村だと言っており

ましたけれども、その説明に当たっても、職員まで、村長さんというかトップの考えが上か

ら下までずっと貫いているなと、しっかり教育されているなということに大変感動を覚えた

ものでありますけれども、この経費削減に当たっては、やはり町長さんの意気込みというの

が大変重要になってくると思いますけれども、そこら辺はどうお考えでしょうか。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 今言われたのは、ある意味では職員の意識改革というのも重要なポイ

ントになるんじゃないかなということは重々承知しております。その中において、私もこの

４年間、町職員と、対話と責任と尊重ということを理念にやってきたわけですけれども、こ

れからは本当に意識改革、そして財政改革等々は、職員の、その行政の中で、町民全体を考

えた中で行政はどうあるべきかということを、本当に真剣に考えなければいけない大切な時

期に来ているというのを私は自覚しているということは、デフレが進行し、そして町民の町

職員に対する考えは、本当に公務員はいいなというのが大きな流れになりつつあるわけです。

そういうことを踏まえた中で、このチャンスを逃したならば町職員の意識改革はない。

現に給与の削減、ボーナス、そして退職金の削減等々あるわけです。じゃなぜその削減が

あるのかということを考えたときに、日本国の大きな流れの中に、公務員という位置づけが、

本当に厳しい位置づけがされつつあるわけです。それを前提に、本当に町民のことを考える

－１４－



公務員になろうということをこれからしっかりと勉強していかなければいけない、また指導

していかなければいけないと私は考えております。

それと、昔のことですけれども、私は以前民間企業で働いておりまして、ちょうど３０年前

のことですから参考にはなりませんけれども、企業改革という、企業の、今でいう機構改革

と同じような、財政再建というのを大きなテーマとして職員教育があったわけです。その中

で「むだ・無理・むら」という、３Ｍ運動ということを記憶しております。そういうことを

踏まえた中で、何をやれば町民に対し一番還元できるかということを大きな目的とし、むだ

のない効率的な行政をこれから指導していかなければと、意を強くしているところでありま

す。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 民間の会社では、一度赤字を出しますと、それを取り戻すに大変だと

いうことで、今必死になっていろんな事業展開をやっているわけでありますけれども、黒字

に転換ということで、不名誉な再建団体をようやく抜け出せる見通しがついたということで、

福岡県のある町の話が載っておりました。

再建団体に転落したと。この間、町単独事業は原則廃止、各種団体への補助金もカット、

職員給与は県内最低水準に落ちたと。水道の基本料金は１２％、町営住宅の家賃は２割程度、

し尿処理代はほぼ２倍と、それぞれ段階的に引き上げたと。こういうふうにして黒字に転換

したということで、そこの町長さんが、「一たん転落してしまうと、行政サービス低下は避

けられない。住民には大変つらい思いをしてもらった」という話をされておりましたけれど

も、どうか今の町長のことを踏まえて、さらに経費節減に努力されるように要望いたしまし

て、次の質問に移らせていただきます。

町長さんの話の中で、観光と農業を結びつけての地域活性化という話がされておりました

ので、それは具体的にどういうようなことを考えられているのか、またどういうふうにして

進められているのか。

それから、ちょっと心配になったのは、そこの町長さんの考えの中には漁協とか建設業対

策というのはないのかなと、こういう心配をいたしましたので、その点お聞きいたします。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 大きなテーマとして、地域活性化への取り組み方ということですけれ

ども、まず観光と農業を結びつけ地域活性化ということについて述べさせていただきます。

みなみの桜と菜の花まつりは、二級河川青野川の親水性を利用し、荒廃農地の美化に取り
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組み、町民の観光客との交流に大きな期待が寄せられていますが、さらに自然まつり事業の

継続助成を考えております。

また、商工会が３年間かけて実施している地域振興活性化事業は、体験交流・案内人養

成・新規事業の創出の３部門で研究がなされ、１５年で総括としてまとめられます。これらの

推進を助成し、成果に大きな期待をかけているところであります。

また、最近注目される動きとして、ＮＰＯ法人伊豆農林水産活性化支援センターが設立さ

れ、ゆとりやいやしを求めて自然体験型エコツーリズムや協働を理念とした活動が大いに期

待され、尊重しているところです。

漁業振興対策では、水産教室の開催や水揚げ魚類の鮮度維持のため、製氷貯氷施設整備へ

の助成を考えていきたいと考えております。

また、建設業対策では、若者の就労が多いので、公共下水道事業やダム関連事業、その他

基幹整備にもできる限り取り組んで、景気対策にも寄与していきたいと考えております。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 賀茂村に行った折に賀茂村の方から、今の観光の面では、いわゆる体

験交流が大変お客さんに喜ばれているという話を聞きまして、先ほど商工会ですか、地域振

興活性化事業というのが行われていると。それは現時点でどのように総括されているか、ち

ょっとお聞かせ願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 商工観光課長に。

○議長（ 田国広君） 商工観光課長。

○商工観光課長（飯泉 誠君） ただいまの地域振興活性化事業の件ですが、商工会が１３年度

から実施しております。その体験交流部会の関係でございますが、八王子あるいは所沢方面

から、商工会等を通じまして、１回目は３０名の募集をいたしまして、１３年度には２９名、１４年

度は２４名でやっております。こちらにある産業といいますか、竹炭あるいは陶芸、それと民

宿等に泊まりますと、イカの一夜干しの体験でありますとか、そういった身近な体験ができ

るものでやっております。

来たお客さんは、二、三度南伊豆は観光に来ておりますけれども、こういった細かいおも

てなしといいますか、体験ができるということはすばらしいということで再認識して、あえ

て観光を第一としてＰＲをしていきますという約束で体験交流を実施しております。

案内人養成部会等ございますけれども、これは南伊豆町の南史会にお世話になりまして、
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１３年度には１４年度の２期生として募集しましたら、１名ということで、現在１５名でやってお

ります。みなみの桜と菜の花まつりの案内を主にしておりますけれども、地域の歴史文化あ

るいは名所旧跡というところで案内をし、２年目の１４年度には各方面の取り組みをしていた

だいて、２年目のまとめとしてガイドブックを作成していこうという計画になっております。

新規事業の創設部会でありますけれども、やはり地場産品の新しいものを開発していこう

ということで、竹炭を使ったパンあるいはラスク、そば等を研究し、先日、１１月２９、３０日で

すか、池袋のサンシャインでその製品を試験販売いたしました。大変ラスク等につきまして

は、ほかのものの業者も興味を示しまして、かなりいろんな質問、問い合わせ等があったみ

たいでございますけれども、何せまだ成分分析等はしておりませんので、成分分析等を実施

した上で、ちゃんとした製品化に向けてさらに取り組んでいくということであります。

１５年度の最終年度でありますけれども、検討したというか、研究し、反省材料をもとに再

認識し、それをまとめて今後の地域に密着した産業の振興に努めていきたいと考えておりま

す。

以上です。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 先ほど町長のお答えの中で、建設業に関して若者の就労が多いという

評価されておりましたけれども、全くそのとおりでありまして、どうか少ない仕事の中で、

発注に当たっては地元企業への配慮を、要望お願いいたします。

次の質問に移らせていただきます。

環境にやさしいまちづくりという話をされておりまして、これも先ほどと同じように、ど

ういうふうなお考えで進められているのかお聞きしたいと思います。

あわせて、周りを見ますと山が大変荒れておりまして、これは、今もうとても１人の個人

の力でどうのこうのする段階ではないと思いますので、私は前から、土木の公共事業が減っ

ていることもかんがみまして、そのパワーを道路整備事業と同じように森林整備事業という

ふうに徹して、そこに人間を投入できないかなというふうに考えているんですけれども、そ

こら辺をあわせてお答え願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 環境にやさしいまちづくりへの取り組み方でございますけれども、ま

ず初めにごみ処理についてですが、分別収集とごみ処理指定袋制度を実施してから１年間が

経過し、ほぼ制度が浸透し、ごみの減量化と再資源化の推進、集積場所の美化にも役立って
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おりますが、町内山間部の道路際には、建設廃材、家電製品等の不法投棄が後を絶たない状

況であり、住民のごみに対する意識の啓蒙と監視に努める所存であります。

また、清掃センターのダイオキシン対策工事が完了し、排気ガスや焼却灰は改造前に比べ

格段にきれいになっております。反面、施設の稼働に要する費用が大幅にふえることが見込

まれますが、環境保全対策の必要経費と考えております。

次に、河川や港湾など公共用水域の水質保全のため、公共下水道や合併処理浄化槽の推進、

また、本町では４番目となる妻良漁港漁業集落環境整備事業を平成１６年度に工事着工するた

め、基本設計を実施する予定であります。

町土の８０％を占める森林はご指摘のとおり荒廃した状況で、森林整備計画の対象となる人

工林についても管理が行き届かない状況であり、天然林につきましても、そのほとんどが民

有林であるため活用されず著しく荒廃している状況で、森林の持つ水源涵養機能が低下して

おります。県下で同じような状況の中、静岡県は森づくり百年の計とする事業策定を計画し

ていると聞いており、この事業に期待しているところであります。

今後は、町民のご意見を聞きながら、森林組合、ＮＰＯ法人、伊豆農林水産活性化センタ

ー等の協力を得ながら、整備活用を検討してまいりたいと考えております。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 町長の環境にやさしいまちづくりという話が新聞に出たころに合わせ

て、実は私、一条の区民の方から、一条川の上の原頭首工というんですかね。あそこのとこ

ろに魚道をつけてもらいたいという、こういう要望を受けました。

あそこに頭首工ができてから魚の形態が変わって、昔いたウナギが全然いなくなった、何

もいなくなったというお話を聞きまして、何とかもとの形態を戻してもらいたいと話聞きま

して、実はその話を聞いたときに、そこの仕事を私若いころ携わりまして、そのころは若く

て仕事一本でしたので、そういう魚道をつくるなんていう意識もありませんで、ただ役所の

人から与えられた設計書のとおりいいものをつくればいいという考えしかありませんでした

ので、その話を聞いたときに大変反省させられたんでありますが、これ環境とあわせまして、

魚道の問題をどういうふうにお考えかお聞かせ願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 一条川上賀茂地先の魚道につきましては、昨年度策定された二級河川

青野川河川整備計画の動植物の生息環境の中で、取水堰での魚類の移動の確保が求められる

とあります。現在、県単事業で、平成１５年から２カ年事業で魚道設置の可能性の調査を伊豆
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農林事務所に要望しておりますので、推進したいと考えております。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） これは伊豆農林の方で事業化されるととらえていいんですかね。

〔「はい」と言う人あり〕

○２番（谷川次重君） わかりました。

最後に、健康福祉センター建設ということで質問させていただきます。

去年でしたか、１４年度に調査して、１５年度に設計書をつくって、用地を確保し、１６年度に

は健康センター建設に着工するという話が一時持ち上がりまして、ことし用地調査費がつく

かなと思ったら、取り下げられた経過がありました。その中で、町長の事務所開きだけで、

突然のように健康福祉センターの建設という話が来ましたので、大変失礼な言い方ですけれ

ども、これは町長選挙へのアドバルーンじゃないかなというふうに感じたものですからお聞

きするわけですが、町長さん、どのような健康福祉センターを考えているのか。また、どの

ような工程で進められていくお考えなのか。その資金というかお金の面はどういうふうに考

えられているのか、そこら辺をお聞かせ願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 健康福祉センターについては、現在賀茂郡下でできていないのは、賀

茂村が現在庁舎とあわせて建設されております。そして南伊豆町だけということと、高齢化、

そして老人のパワーを生かさなければいけないという大きな流れの中で、もし次の２期目を

やらせていただけるならば、健康福祉センターに本当に一生懸命取り組みたいというその一

念で私は言っているわけでございます。

そして、費用についても、福祉振興基金が２億 ４，０００万円、そして庁舎の方についても６

億何千万円の資金があるわけです。それを活用しながら、そして町村合併という大きな流れ

の中でとらえるならば、今つくらなければ、今期つくらなければいけないのかなということ

で、事務所開きのときにはその思いで言ったわけでございます。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 具体的に、例えば健康福祉課とかにどういう検討をしろとか、そうい

う指示は出されているんでしょうか。

それからもう一つ、先ほど話しましたように、一たん計画持ち上がったのが、調査費が取

り下げというか、ことしつかなかった辺の事情をお聞かせ願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 健康福祉課長。
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○健康福祉課長（土屋 敬君） 具体的に取り下げた理由ということは、私もそういうタッチ

しておりませんで、当時、健康課長、それと総務課長は、１５年度予算の最終の編成に当たっ

たときに、たしか１２月議会の一般質問でそういう話が出て、調査費をつけようという話はあ

ったんですけれども、今、合併を考えると、そういう中で合併と一体化したもので考えよう

ということで、当然庁舎も建設しなきゃならないというようなことから、庁舎建設とあわせ

て健康センターをつくろうじゃないかということで、合併云々が決まるまでは調査等々はし

ないでということで予算を計上しなかったというように私は伺いました。

それで、今我々の方では新たな健康福祉センターづくりに向かって、近隣の町村の健康セ

ンター、あるいはまた図面等をもらって、一応１１月には財政、収入役、助役等々と打ち合わ

せをいたしまして、我々健康福祉課の中でどれだけの規模のものが必要なのかどうか３月ぐ

らいまでに検討をすると。それとあと、その内容に基づきまして、来年できることならば補

正予算、あるいはまた状況によっては当初になろうかと思いますけれども、翌年度になろう

かと思いますけれども、そういった中で考えていこうと。敷地については、建てる場所につ

いては、今ある庁舎のところへとやろうかということで検討しております。

来年の２月ごろになりますと、合併がどうなるかということが大まかに決まってくるとい

うことで、庁舎と一体という考えでなくて、健康センターは健康センター、庁舎は庁舎とい

うようなもので考えていきたい、このように今検討しております。

○議長（ 田国広君） 谷川君。

○２番（谷川次重君） 介護施設に関しましては、介護保険がスタートして３年たったことも

ありますし、それなりに反省点も見えてきていますし、もちろん完全ではありませんから、

さらなる施設充実が図られるべきでありましょうが、今後は健康予防ということが高齢社会

のキーワードになることかと思います。健康づくりの拠点となる健康福祉センターあるいは

健康センター建設が一日も早く望まれることでありまして、その推進を強く要望いたし、ま

た期待いたしまして、私の一般質問を終わりとします。

ありがとうございました。

○議長（ 田国広君） 谷川次重君の質問を終わります。

ここで、４５分まで休憩いたします。

（午前１０時３４分）

○議長（ 田国広君） 休憩を閉じ、再開いたします。
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（午前１０時４５分）

◇ 横 嶋 隆 二 君

○議長（ 田国広君） １２番議員、横嶋隆二君の質問を許可いたします。

〔１２番 横嶋隆二君登壇〕

○１２番（横嶋隆二君） それでは、通告に従って一般質問を行います。

まず、今日置かれている行政の大きな２つの点について述べたいと思います。１つは平和

の問題です。アメリカが国連の決定に反してイラク攻撃を準備する中、憲法９条の平和憲法

を持つ日本の政府は、平和的手段でアメリカに対して説得するのではなく、最新鋭の戦闘艦

であるイージス艦の派遣を政府与党３党が強行しました。憲法の集団的自衛権行使に当たる、

憲法を逸脱した行為を厳しく批判しなければなりません。戦争を回避して、国連憲章にのっ

とった対応を強く求めるものであります。

もう一つ経済の問題では、不良債権の処理による経済政策が、悪循環が明らかになったに

もかかわらず、引き続いて政府は不良債権処理を強行しています。こうしたもとで中小企業

の相次ぐ倒産、失業者の増大が進んでいる、デフレスパイラルが一層急速に加速している、

そういう状態であります。また、こうした中で、さらに来年度は社会保障削減による３兆円

の国民に対する負担増、各種の増税、一方では大企業に対する大幅減税、こういうことが見

通しになっています。

この平和の問題にしても、経済、不良債権の処理も、アメリカの言いなりでこれが強行さ

れてきているということが、国会の審議の中で明らかになってきています。国民の生活を顧

みないこうした政府のやり方を厳しく批判して、こうした政治の転換を強く求めるものであ

ります。

さて、町村が置かれた現状で、今一番大事な問題があります。それは市町村合併の問題で

あります。行政報告でも関連の説明会等々のことが示されていましたが、今後この１年、市

町村合併の問題に、首長、議会、そして住民がどう取り組むかということは、将来にわたっ

ての憲法に基づく地方自治、これをどのように見るかという、厳しく問われることでありま

す。また、それによって南伊豆町のあり方、住民の地域の問題が大きく左右される。自治体

そのものがなくなるということでありますから、この問題でまず質問を行います。

まず、一番最初に一つの結論を求めたいというふうに思いますが、憲法の８章では、独立

の章を置いて「地方自治」、これを明記しております。この地方自治の本旨、これは、これ
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までも議会の一般質問で質問を行ってきましたが、地方自治と住民自治、この２本立てで、

地方自治を進める上で、市町村の自主性、そして住民の参加、住民の意思が、明確にこれに

参画されなければいけない。これが憲法にのっとる、私だけではない、これは学者の見解で

ありますけれども、そうした点に基づいて考えてみた場合、これまで２回の質問では、住民

投票の問題についてはあえて触れませんでしたが、事がここまで進んできた段階で、町長の

認識を伺いたいというふうに思います。

というのも、これまでの質問で、一方では、合併の問題は首長が決める問題ではない、住

民の問題だと。またあるところでは、住民の目線で考える、そういうことを言っていました。

しかしながら、１０月３０日に行われた２期目に当たっての記者会見の報道を見ると、合併の問

題は１市７町村で進めていくということを、はっきりとこれを出しました。この点で、私は、

今までの議会でのやりとりにもこれは反するものであり、また、改めて今述べた憲法の住民

自治の規定に基づいて立ち返って考えた場合に、首長あるいは議会だけが独走してやるので

はなくて、住民の意思による住民投票によって住民の意思を確認する、このことが大前提だ

というふうに思います。

既に報道されているように、東伊豆町がそういう自主的な決定を下してやりましたが、ま

ずこうしたことを手続上すべきだというふうに私は思いますが、町長の見解を伺います。

○議長（ 田国広君） 町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 町村合併問題は住民投票にすべきではないかという、本当に大変難し

い質問でございますけれども、今回の平成の大合併につきましては、国は合併特例法の改正

をして、平成１７年３月３１日と期限つきで市町村合併を強力に推進しております。また、全国

では、合併論議が対岸の火事ではなく、それぞれの地方公共団体が議論の高まりの中で、一

部では東伊豆町のようにその方向性を住民投票にゆだねる自治体もあると。これは現にある

わけです。

賀茂地区の市町村合併につきましては、その枠組みの問題、特例法の期限やさまざまな要

因を考えたとき、本年５月２９日に立ち上げた賀茂地区合併検討委員会で、それを含めてまず

議論、そして考えていくと、そういうことを私はずっと基本的に考えておりました。そして

住民投票ということは、まず５月２９日に首長会で立ち上げたのは１市５町１村、これは小さ

な合併より大きな合併という大きな流れがあるわけです。そういうことを踏まえた中で、首

長は、５月２９日の時点においては１市５町１村がベターということで合意しているわけです
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から、私はそのときに住民投票というのはなかったわけです。首長の、少なくとも今回は住

民の方々に合併とは何ぞやという啓蒙を図るためにも、私は１市５町１村というのを当然大

きな目的としてやるべきだと考えております。

○議長（ 田国広君） 横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） もう少し的確に質問に答えてほしいわけですが、５月２９日の立ち上

げとは別にこういう状況が進んでいる中で、東伊豆なども自主的に物事を考える。東伊豆町

も５月２９日のときには、こうした場に、その後の会合にも出ているわけです。賀茂郡の首長

会議、これは最終的な意思決定機関ではないんですね。あくまでも住民の最終的な意思決定

機関は、現状では議会であります。

しかしながら、今話したように、合併の問題は時の首長が考えただけの問題で左右される

ものではない。そこに住んでいる、この南伊豆に足をおろしている１万 ４００人の人々がみず

から考えて、しかも東伊豆町は１８歳からの有権者を対象に住民投票をするということであり

ますけれども、こうした点にのっとっても、みずからの検討会を立ち上げて１市５町でやる

というのは、最終的な決断ということは余りにもとんでもない。最初は検討委員会、検討す

るということで立ち上げたわけですね。その後、あなたは９月の議会でも、住民の目線で考

える、そういうことを言っていましたが、こうした今言った発言は、住民の意思を踏みにじ

る、そういう見解ではありませんか。もう一度答えてもらえますか。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 私が住民の目線で考えるという、それは今も同じでございます。町村

合併について、私も地区懇談会等々開いて、本当に困っているなというのが、もし町村合併

になったときに、本当にメリットは何かということを考えたときに、私は、大きなタイトル

の中で財政問題が大きく取り上げられているわけです。しかし、地区懇談会を開いたときに、

本当に高齢者の方々がこの財政問題だけでいいのかなというのを、懇談会の中でしみじみと

私は感じております。ですから、町村合併について推進論者であるけれども、少し、言葉ち

ょっと悪いんですけれども、慎重にやるべきじゃないかなというのはずっと堅持してきたつ

もりでございます。

ですから、その中で、ただ財政だけで本当にこの問題が論じられていいのかどうか、それ

は考えておりますけれども、西尾委員長の、１２月１日ですか、市を合併の条件にするかとか、

そういう大きな流れ、そしてまた、私が町村合併について大きな町村でなければいけないと

いうのを考えたのは、去年私、町村合併について、２時間ばかり県の勉強に伺ったわけです。
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その中で、大きな合併になれば５０数億円のメリットがあるよと。そして、例えば下田とやっ

た場合は幾らぐらいの試算を聞いたわけです。ですから私は、今後少子高齢化、そして福祉

ということを考えたときに、本当に 現に私が、あと２０年たったときに介護を利用するか

もしれません。そのときに介護問題を真剣に考えたならば、今のままの介護を受けられるか

どうか。私はそういうことを考えたときに、やはり政治の流れとして大きな流れに乗らなけ

ればいけないのかな、そういうことは常々考えております。

ですから、同じ目線というのは当然私は今も考えていますし、その前に、いずれ何年後は

こうなるであろうと予測をするのも私は政治の一環と考えて、そして私は、あの事務所開き

ということで言わせていただくならば、考えるときは町民のサイドで考えますよ。しかし、

判断するときは高所から判断するということは間違いなく言っております。ですから、その

高所がいつになるのかそれはわかりませんけれども、少なくとも政治というのは、皆さんの

ことを考えるのが町長の責任であります。ですから、今言われたように、矛盾しているとい

う考えはありません。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 自分で納得していても、これは客観性の問題でありますから、住民

の中で、これは私も住民説明会に出ましたが、わずか、有権者でも ８，８００人いる中で、説明

会、これも一方的な説明会 一方的と言っちゃ悪いですけれども、押しつけるわけではな

いけれども、一方的な情報交換。しかも、質疑に対してもまともに答えられない状態があり

ました。これが、いわゆる行政の執行者の与えられた範囲の中で決断できる材料は何もない

ということが見てとれているわけです。住民が出された質問に逐一答えられていて、その上

でそういう判断をされているのであれば、また別な観点もありますけれども。

それで、今の答弁を振り返ってみると、西尾委員長の言葉が出ていました。小さな町村は

認めないという発言。これは、この説明会の中でもそういうことが進めれているということ

が言われていました。今の答弁では、それをそのまま認めて、それだから仕方ないと、そう

いう動きですね。

その点で確認したいのは、１１月２７日に渋谷のＮＨＫホールで全国の町村長大会がありまし

た。非常に緊迫した中でありますので、全国から ３，２００人の町村長がこれは出てきました。

これは赤旗で一面に、何段抜きですか、出ていますけれども、朝日新聞ではこうした事実す

ら９段の一番下にわずか七、八行しか出ていない。国民にも知らせない中でこういうことが

出ているんだが、 ３，２００人の町村長が鉢巻きをしてこういうことをしている。あなたはこれ
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に出られたのか。

それで、西尾氏の言明は、最初、西尾勝副会長ですね。国際基督教大学の教授、これは、

第１次答申のときには、合併は今やるべきではないという前提でいたと。地方制度調査会の

その後の動きの中で、自民党や民主党などに何度も呼ばれて、今から直ちに手をつけるべき

だと。本来客観的であるべき地方制度調査会が、政党に呼ばれて脅しをかけられて、それで

今の町村合併ですね。小さな町村は認められない、こういうことを言明しているもので、こ

れは、自治体を担っている長だったら憤りを感じてこれに抗議をする、そういう姿勢を持つ

のが当然でありませんか。これがこの説明会の中で、こうした事実が示されないで西尾氏の

立場が説明されている。まさに一方的な説明だけで、しかもそれが住民の中でやられている

と。

１１月１２日に西尾氏がそうした表明をした直後に、もうその日のうちに全国町村会は抗議の

声明を出しているんですね。全国町村会は、山本文男会長も含めて抗議の声明、そして緊急

重点決議ということで４つの点を挙げています。市町村合併は自主的に行うべきものであり、

強制しないこと。２つ目、人口が一定規模に満たない市町村を小規模と位置づけて、権限縮

小をすることは絶対に行わないこと。３つ目は、税源移譲等により町村税財源の充実確保を

図ること等々。４番目は、地方交付税の持つ財政調整機能、財源保障機能を絶対堅持する必

要な総額を確保すること、こういう決議を挙げられているんだが、先ほどの質問に、あなた

はこうした全国町村会の立場に対してどのような見解を持たれているのか。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） この決議について、１１月２７日東京都内で行われた全国町村会大会で、

政府などが小規模自治体の権限縮小を検討しているところへの緊急決議でありますが、強制

的合併の反対、また小規模自治体の権限縮小への反対、町村への財源の確保、そして地方交

付税の財政調整機能などの堅持を盛り込んだ内容となっております。

合併をめぐっては、政府の地方制度調査会の西尾勝副会長や自民党プロジェクトチームが、

合併をしない小規模自治体の権限縮小などを盛り込んだ案をまとめマスコミにも発表してい

るところであります。今後は、情報収集を考慮しながら賀茂地区合併検討委員会にて議論し

たいと考えております。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 具体的にこれに対する抗議、自主的な見解がないというふうに見た

いと思うんですが、それでは町長、この問題で、この質問の項目に、合併特例法は住民にと
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って本当に有利なのか、交付税算定特例の内容というふうに書いています。あなたは、１市

５町で大きくなればいいという表明をしていました。一方では財政問題だけでいいのかとい

う、そういう確固とした立場に立たない発言の中で、住民投票はやらないで進んでいくとい

う見解でありますけれども、一体南伊豆町民にとって合併特例法のメリットは何なのか。交

付税、合併特例債ですね。合併特例法による交付税算定の特例について、南伊豆町にとって

どのようなメリットがあるのかお答えください。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 今回の合併に関しましては、国はさまざまな合併推進策を打ち出して

いるところであります。主なものとして、合併協議会の設置、そして住民発議制度、市町村

計画の作成、市となるべき要件の緩和、地域審議会の設置、議員の定数の在任期間に関する

特例、地方交付税の額の算定特例法、地方債の特例法等々であります。平成１７年３月３１日ま

での特例と考えられますので、少子高齢化が進展する中で、将来を考え、また社会福祉の基

盤整備のためにも役に立つと考えております。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） これは余りに中身がないというふうに思うんですね。というのは、

今るる述べましたけれども、いわゆる合併をして税財源の問題で得か損とか、今バスに乗り

おくれないで合併に進もうと。そういう意見の中には、意見の主要な柱ですね。合併特例債

に飛びついていこうということであります。１市６町であればより大きな特例債が何かもら

えるような、そういう幻想が住民に振りまかれている。しかし、実際にこれは上限の問題が

あって、７つがまとまれば ３００億円とかそういうことがありますけれども、これは借金をし

ていい限度で、特例債はあくまで借金であります。新たな公共事業による借金。

しかも、町長今るる述べましたけれども、合併特例債、この推進の合併支援プランでうた

っている合併特例債を活用できる事業は、まちづくりのための建設事業に対する財政措置と、

もう一つは、合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置で、ほとんど８割方以上９

割方は、新しい庁舎建設するとか主要建設事業なんです。それが、この間合併を進めてきた

市町村の実態であります。こうしたことをやったおかげで、周辺の自治体は支所をつくろう

にも、そこに配置する人間はいなくなると。周辺の自治体はほとんど取り残されていくと。

これは９月の質問の事例の中でも、合併をした周辺の村が、子供の人口がいなくなってし

まう、そういう事例を私は挙げてやりました。こうした点を誠実に考えれば、もっとこの問

題に関して疑問を持っていいのでありませんか。合併特例債、いわゆる合併特例法によって
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算定１０年後、そして１１年後から交付税が漸減される問題に関しても、あたかも今の交付税額

がすべて保障されるような錯覚がありますが、この問題についてはどのように見ているのか。

この点を答えてもらえますか。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 市町村合併が行われると、一般的には経常経費などが削減され、新し

い自治体の普通交付税は、合併前の市町村の総額に比べ減額が見込まれます。しかし、今回

は、合併から１０カ年度は合併前の普通交付税の合計額を下回らない額が保障され、その後は

５カ年度で段階的に削減されます。賀茂地区７市町村の普通交付税の総額は、平成１３年度当

初予算査定をベースに試算しますと、総額 １０１億円となりますが、賀茂地区の人口が約８万

２，０００ 人としますと、普通交付税見込み額は約６８億円で、差額の約３３億円が１０年間、後５年

は激変緩和措置によって段階的に縮減されると考えております。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 何か今の状態が保障されるかのような話ですけれども、これは合併

算定額の考え方についてのＱ＆Ａ、質問に対する答弁ですけれども、合併算定外は合併前の

算定額を保障するのではなく、合併後の普通交付税の算定を行う当該年度ごとに、その年度

の交付税の算定方式に従って、合併関係市町村がなお存続するものとして計算した額を下回

らない額を保障するということで、今の額が保障されるわけでは決してない。しかも、今交

付税が減らされていると。実際には、財政対策債でこれは補てんされるように法律でなって

いるわけですけれども、仮にそれが少しずつ減らされたとしても、合併をして大規模に減ら

されるそれと比べれば、まだ現状でいた方が、合併しても現状が保障されるということはど

こにも書いていないんですよ。こういうことをきちんとやはり踏まえて、本当に刻一刻と情

勢というか住民自治体、そして政府とのやりとりが行われているわけです。

町長、先ほど全国町村会の答弁の問題でやりましたが、地方交付税も合併しなければうん

と下げられるということでありましたけれども、全国町村大会が１１月２７日にあって、その前

に小委員会もあるわけですが、それやった後、地方制度調査会は２９日に総会を開いて、３つ

の点を首相に提出したと。地方交付税による市町村の財源保障を堅持する。２つ目は、義務

教育費の国庫補助負担制度削減を再検討する。３つ目は、国と地方の税源配分を見直し、地

方税中心の歳入体系をつくる。いわゆる強制合併に大反対の全国市町村長、これは全国の町

村の議長会も同じ立場でやっている。それと政府の綱引きをやっている。やはり団結した中

でこうしたことが勝ち取られている。あなたはこうした立場にのっとるべきではありません
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か。

１１月３０日の赤旗の３面に、東伊豆の片野町長のインタビュー記事が出ました。これは「合

併というのは市町村の命運を大きく左右するものですから、住民投票を行って民意を問い、

その意向を十分に尊重することが基本だと思います。住民が主人公ですよ」、堂々と言って

いる。まちづくりの主役になる若い人たちにも、参画して自治の意識を持ってほしい。この

ために住民投票の資格者の年齢を１８歳以上としていると。

さらにつけ加えて、これは１１月１３日にやった賀茂郡の議員研修会のときのことを書いてあ

りますけれども、「先日この町で賀茂郡下の議員研修会があり、賀茂郡の町村会長が１市６

町村の合併ありきだと、盛んに合併特例債などお金のことばかり話した」と。余りに腹が立

って、開催地の町長である私があいさつする際、予定の原稿はありましたが、「金のために

合併はやるんじゃない。住民がどうしたら幸せになるかという観点で議論しないといけない。

だからうちは住民投票をやるんだ」と、正々と言ってやりましたよと、こういう記事が載っ

ている。まさに首長たる者、住民の意思にのっとって、調整機構でしかない町村会の中でこ

ういう立場を発揮すべきではありませんか。

１市５町１村、７市町村でやるという中の１つの首長が、こうしたしっかりとした６市町

村の独自性、そして住民本位を貫く上で、岩田町長は考えるべきことが多いのではありませ

んか。答えてください。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 私が先ほど言いましたように、この町村合併の大きな目的は財政再建、

それは認めるわけです。しかし、将来を踏まえて少子高齢化という大きな流れの中で福祉が

どうなるかということを考えたときに、私は今やらなければいけないという判断をしている

わけでございます。

以上です。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 少子高齢化、地域の問題と福祉の問題ということで言われましたが、

それでは、資料に配ってありますけれども、この質問の６番目に共立湊病院の問題を書いて

あります。これは、先ほど例に出した、１１月１３日に行われた賀茂郡の議長会主催の合併の検

討をする中間報告会、ここで公に発表された中で医療部会というのがあります。ここではな

ぜか、医療は全般にわたるわけですけれども、共立湊病院の問題が非常に重点的に書かれて

あると。
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それで、７月４日の会議の中では、委員の意見として、共立湊病院が縮小することも考え

られると。これが合併を前提にした考えで、賀茂郡の中心地に総合病院をつくってほしいと。

それに伴って、共立湊病院を縮小することも考えられる。それを受けるのが市民病院、自治

医療病院であるかの協議が必要であると。

８月８日には、これが地域医療振興協会、いわゆる７市町村から受託を受けて医療をやっ

ている主体ですが、この理事長、共立湊病院長、事務部長が出て、この中で共立湊病院の現

施設は、将来的に老人施設としての活用も可能であると。こういうことが出されて、この部

会の中間報告の中では、７市町村から３０分以内の場所に総合病院を建設する必要があると。

これそのものが地域医療計画のベッド数、そういうことを頭に入れてやったのか。あるいは

また、国立病院の再編の問題、特別措置法をきちんと踏まえて、移譲のときの経過を踏まえ

て発言したのはともかく、実際に受託を受けているこの法人が、しかも今非常に大事な、中

間５年経過して、管理委託の契約の更新の際にこういう方向をやっている。あなたはそれを

関知していたのか。

私は、南伊豆町民の立場に立って考えたときに、もうとんでもない議論だと。あなたは、

合併は福祉が向上するためにということを言われましたが、いわば水面下で進んでいる流れ

は、いわゆる公共事業、病院も新たな病院をつくって、そこにたかるか何かは知りませんけ

れども、そういう構想をつくって、南伊豆町民は一番かやの外に置かれているんではありま

せんか。とんでもない許しがたいことがされている。あなたは管理者で、こうしたことに対

してどういう姿勢を示すのか。

今、共立湊病院の管理委託契約の更新に当たっては、非常にもう減価償却費まで取らない

で丸投げをしているということでこの間問題になっていますが、こうしたことと取引でこん

なことをやられたらとんでもないことであります。ただでさえ半島の先端であって、医療に

対しては人一倍大変な思いである。いい医療機関があれば、どこにだって行くんではありま

せんか。きちんとした医療ができれば、町民は６時のバスに乗っても順天堂に行くと。なぜ

それが、そういうことを考えないで新しい病院をつくる、そういうことがやられるのか。こ

れが合併の問題、合併特例債を利用してこういうことをやろうということにあらわれている

ことに、私はこの項目をここに入れたんですが、あなたは管理者としてこの流れをどのよう

に考えているのかお答えください。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 説明会は、運営委員会を３回開いております。そして、第１回目は組
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合員側の意見を言い、そして２回目は病院側の意見ということで、そして３回目はきのう開

いたわけです。そして２回目に出てきた意見が、要するに今言った横嶋議員が指摘するよう

に、取引という形を正直言って私は受けたわけです。ということは、私も議長という立場で

そのときは余り発言しなかったわけですけれども、きのうの会合の中ではっきり私は、町村

合併と病院移譲は、要するに同じ立場で考える問題じゃないと、それははっきりきのう言っ

ております。

そして、その中でこれから検討委員会を立ち上げようということの中で、ともかく、例え

ば今横嶋議員が言うように、町村合併をしたときに、じゃそれが下田に行ったときにだれが

一番不利益こうむる。それは現にある南伊豆町民、それは重々わかっております。ですから、

きのうの会合の中で、そういうことだったら私は改めて考えますよという、まあどういうふ

うに考えるかこれからですけれども、私は病院長、議会、そして議員に、小澤議員もいるわ

けですけれども、はっきりと、とにかくもっとオープンにやるべきだということはきのうの

会合の中で主張しておりますし、そして今回の更新についても、さっき言った減価償却費

等々の、そして私たちの組合は、あくまでも交付税によって、そしてその医療施設の補助と

いうことを、施設を維持するということで今までやっているわけですから、別に私たちがも

うけるわけじゃないし、お互いに信頼関係を構築しようということで、きのうは私の意見と

して、今横嶋議員の言うような考えを言わせていただき、そしてこの２５日に首長会議がある

わけですから、私は、そのときは一町民の代表として意見を述べさせていただきたいなと、

そういうふうに考えております。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 非常に大事な問題なんで、長くなっていますけれども、改めて私、

合併の問題、これは住民に正確な資料を出して、そして、それはもうほとんど渡っていない

と。あのパンフレットだけでは何の参考にもならない。

この間の、いわゆる住民１人当たりの地方債現在高等々で、他市町村と比較するような資

料が出ました。しかしながら、南伊豆町が１人当たり持っている現在高、一見高そうに見え

るけれども、実際は合併特例債よりも有利な過疎債で、合併特例債は持ち出しが５％ありま

す。しかし、過疎債は充当率 １００％で交付税算入率が７０％、それを工夫してこれまで財源調

整をやってきているわけです。しかも、先ほどのやりとりでもあったように、基金の残高は

２５億円弱あると。そうした中で、合併の問題は、南伊豆町民にとって不利益であって利益あ

る方向にはないということ、これは議会の場ではこういうことを言えるわけですが、住民の
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皆さんに正確な資料を出して、そして判断を仰ぐべきだと。

今、南伊豆町は、三浜地区に小学校を建てる計画をしています。その地域の子供、もう中

学校を卒業していますが、中学校の統合合併の際にどういう意見を言っていたかと。自分は

今までなれ親しんだ地元の小学校を歩いて、バスで通っている友達もいましたけれども、そ

れが遠い自転車でも行けないようなところの中学に行ったと。自分が大人になって子供を育

てるときに、こういう地域には住めないかもしれないと。住みたいんだけれども、住めない

かもしれない。新たな事業をやって、小学校を地域の拠点としてつくっていく。このことに

関しては私もいささかも、むしろ賛成してきた方ですが、それであったら、本当にそういう

広い南伊豆町の中の周辺地域の住民、そして子供の将来を考えた対応、そのためには、今や

りとりした中でも不十分な回答あるいは認識ではなくて、住民に材料を与えて、そして議論

を深めて検討すべきだと。

全国の町村会長は、こういうことを９月２４日の地方制度調査会で述べています。山本文男

会長です。町村合併考えること自体が、強制合併考えること、それで小さい町村をなくして

しまうという、そういうことを考えること自体が間違いだと。弱い町村があるなら、なぜ国

がいい制度をつくってそういう町村が生き生きと行政がやれるようにしてやらないんでしょ

うかと。小さいところはもうなくなってしまえ、こうしろ、ああしろでしょう。それよりも、

そんな小さなやれないようなところの町村がやれるような制度、財政を与えてあげること自

体が大事なことではないか。

南伊豆町も、この間水道等々で多大な投資をしてきている。それは、国民のリゾート地と

して、ふだんの住民の生活以上に設備投資がかかる、そういう事業をしてきたからではあり

ませんか。これが切り捨てられる。こういうことに対しては、全国町村会の立場に立って、

毅然とした自治体の自主性を発揮した取り組みが強く南伊豆町の首長に求められているとい

うことを強く申し上げて、そして、改めて住民材料は正確な材料を提供して住民投票をやっ

ていくと。そうしなければ法定協議会には離脱する、そういうことを強く要求してこの項は

終わります。ぜひ検討してください。

次に、有害鳥獣のイノシシ、猿被害の抜本的対策をということであります。これは、この

間議会でもたびたび質問されて、委員会でも取りざたされてきました。大変な課題ではある

と思いますが、イノシシ、猿の被害の実態把握に関してはどのようにされているのか、調査

はされているのか。

猿に関しては伊豆新聞でも報道されて、東伊豆が電波発信機をつけて生態調査をやって、
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未然の被害防止をやっているということでありますが、イノシシについてもこうしたことを

静岡県農林事務所と協力してやるべきではないか。半島の天城等々も含めた対策委員会がで

きているようですが、その中でどういう立場を示されているのか。

近隣の市町村の中で休猟区がある。そういう中で有害獣駆除の際にも支障がある。湊地区

でも子供が追いかけられる。これはこの間、一般質問ではないけれども、ほかでも上賀茂あ

るいは下賀茂でも、住民と接する機会があるということはたびたび言われてきております。

しかし、手の打ちどころがないような感じで、あいまいなまま進んできた。私は、毎年毎年

事柄が進展しているという中で、やはり真剣な対策をすべきではないかという思いで提案す

るわけですが、以上の点に対してまず答弁をしていただきたい。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 伊豆地域では、近年有害鳥獣による農作物等の被害が深刻であり、農

林業の生産性の低下はもとより、農林家の栽培意欲の減退をもたらし、これに起因して遊休

農地の拡大など大きな問題となっています。特にシカ、イノシシ、猿等による米や野菜、ミ

カン等の農林産物の食害が急増しており、被害は死活問題となるほどであります。被害額に

つきましては、伊豆農林事務所管内で年間 ６，０００万円、東部農林事務所管内で１億 ８，０００円

に上っております。こうした中、本年９月に伊豆地域１９市町村で構成する伊豆地域有害鳥獣

被害対策連絡会を設立し、１２月１３日、静岡県知事に対し有害鳥獣の生息実態調査の早急な実

施及び被害防止対策事業の助成等につきまして要望書を提出いたしました。

本町におきましても、有害獣の駆除及び被害防止対策事業への助成を行っておりますが、

被害は減少していない現状であります。詳しくは農林水産課長にさせますので、ひとつよろ

しくお願いいたします。

○議長（ 田国広君） 農林水産課長。

○農林水産課長（高野 馨君） 今の第１点目のイノシシ、猿等の有害獣の調査把握をしてい

るかというご質問でございますけれども、正確にはしてございません。被害額につきまして

は、推計で聞き取り等によりまして出しております。

東伊豆方式による調査ということですが、うちの方で猿の群れが出たという通報があった

のは、ことし１件ありました。蛇石で現場へ行きましたら、１７頭の群れでございますけれど

も、そのほかにそういった通報等は来ておりません。今の電波発信機をつけてその実態を把

握するということですが、最終的に追い払うのは人海作戦ということで、場所の問題等もあ

りますので、このようなことにつきましては今後検討していきたいというふうに考えており
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ます。

なお、イノシシ移動につきましては、個体で移動するわけでございますので、なかなか発

信機をつける等というのは非常に難しいものがあろうと思いますので、これについてはちょ

っと無理かなというふうに考えております。

それから、３点目の近隣市町村の休猟区の関係ですね。この見直しをというようなことで

すが、休猟区は賀茂地区にはございません。あるのは銃猟禁止区域というのがございますが、

これは南伊豆町でいきますと、子浦の日和山、これが遊歩道がある関係で、猟期期間中の銃

猟の禁止区域になっております。それと、ことし１１月１日から、青野川流域を禁止区域に指

定してございます。

今横嶋議員の言われているところは、恐らく広域のことだと思いますが、東部地区に銃猟

禁止区域がございます。別荘地だそうです。ただし、銃猟禁止区域であってもわな等の有害

獣駆除ができるわけですので、また下田市とも協議しながら対応してまいりたい、このよう

に考えております。

以上です。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 県というか、町村を横断して対策委員会をつくって県に申し入れた

という町長の答弁ありましたが、これは町内にも対策委員会をつくるべきではないかという

ふうに思います。

それで、イノシシの電波発信機の問題ですけれども、この種の問題は、中国地方の農業試

験場が既に平成１２年のこの会議の際に報告してありまして、東京農工大学の神崎助教授です

ね。これが、イノシシの分布拡大要因を明らかにするために、１１頭のイノシシに電波発信機

をつけて環境センター以北を調査しているということで、これはもちろん私、町だけでやる

というふうに言っていないんで、県にもこういう対策を、予算かかることであるので、しか

もこの会議、中国、岡山、場所はわかりませんけれども、中国農業試験場の方でやっている

んですね。関東からも出ているんです。これは全国的に深刻な問題であるんだけれども、そ

の中で試行錯誤をして対応していると。

その中では、南伊豆町は保護策等々に対して、保護というか、防護おりに対して助成をし

ていると。これは１２年から１４年度の途中まででも １４０件弱やっているわけですけれども、こ

うしたことだけではなくて、総合的にどういうふうにしたらいいのかと。現場の実態調査、

やはりプロジェクトチームを農林水産課でつくって真剣にやっていただきたいと。被害の実
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態、これは駆除申請が出ていることしか把握していないと。もっと住民から声を聞いて、か

つてはハイカーが手負いのイノシシに襲われたということがありますが、住民やほかの観光

客に危害を与える可能性が多いんではないかと。湊でも民宿のすぐ窓下で犬がしっぽをかみ

切られて、一晩中犬が鳴いてお客さんが寝られなかったと、そういうことだってあるわけで

すね。やはり観光地としてのイメージダウンにもなりかねない。

これは駆除の申請を出すだけではなくて、この被害の実態、住民の声があったらそれを調

査する。これが、かつてイノシシも生きる権利があるなんていう、そういう答弁に基づいて

役場は無気力だって、そういうことが住民の中に広がっている。事故が起きてからでは、こ

れはどうしようもないんで、こうした点でぜひ対策委員会を町の中でつくって、町長を先頭

に、農林課長を先頭につくるべきだと。

私は、イノシシは生きる権利があると、これ今ほど事が深刻になっているときに、真剣に

考える意味でそういう答弁はとんでもないと思うわけですが、抜本的な対策の前にもう少し

できる問題として、狩猟免許取得の助成。これは鉄砲じゃなくて、乙種、わなの免許取得の

助成。それと、試験地を近くに持ってきてほしい。

第１回の試験は静岡に講習に行かなければならない。これを近くに持ってくるようにする

とか、あるいは、免許の取得によりますけれども、捕獲おりを各地区にもう少し配置をする。

もう一つは計画的な山の手入れ、人間とのすみ分け対策をすべきだということで、山の間伐

等々に関しては一層すべきである。その観点ですが、この点に関して。

もう一つ、これは、中国地方で開かれた中では外国の例が出ていまして、フランスでは被

害が発生する時期に、農地と隣接している森の中にトウモロコシを散布してイノシシをそこ

で食いとめるとか、ポーランドも森の中にイノシシ用の畑をつくるとか、それで農地への進

出を食いとめている。こういう事例もあるんですね。ぜひ、試行錯誤はあるでしょうけれど

も、住民の切実な願いに真剣に心を寄せて、対策委員会を設置してあらゆる限りの対策をす

るべきだというふうに思いますが、これに対してご答弁をお願いします。

○議長（ 田国広君） 農林水産課長。

○農林水産課長（高野 馨君） まず１点目の免許取得の関係ですが、現在免許所持者が６２名

おります。そのうち、わな等の免許の所持者が２２名おります。こんな関係で、今試験が東・

中・西の３カ所に分かれているようですが、講習から免許取得あるいは登録ということにな

ると、かなりの金額がかかるというふうにわかっております。その助成ということですけれ

ども、愛媛県の方でたまたま橋ができたためにイノシシが出たということで、助成した例を
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ちょっと新聞で見ました。それはそのとき限りということのようですが、うちの方には２２名

の方がおりますので、この辺につきましても今後検討していきたいというふうに考えており

ます。

なお、昨年の場合には、講習会を下田の方で開くということだったので、経費節減等にも

努めているところであります。または、おりの関係でございますけれども、各地区でという

ことでした。ことし１基おりを購入しまして、湊地区で２頭ほどかかりました。その後申し

込みがあるのかなと思いましたけれども、２件しかおりの申し込みがございませんでした。

非常に重量がありまして移動に容易でないところもございますので、これらも今の免許の関

係とあわせて少し検討をさせていただきたいというふうに思います。

それから、最後にすみ分けということですが、これにつきましても、山が荒廃しておりま

して、なかなか動植物の生息環境が失われる様相がございますので、現在町としましては分

収林事業、あるいは緑の資源公団等を使いました植栽等も行っております。 ５，０００ヘクター

ルのうちの本当にわずかなものでございますけれども、そういった事業の活用等も図りなが

ら、そうした動植物の生息環境の保全に、森林組合さん、あるいはそういった林業関係団体

とも協議してまいりたいと思います。

以上です。

○議長（ 田国広君） 横嶋隆二君。

○１２番（横嶋隆二君） 免許取得の助成に関しては、直接支払交付金活用事例ということで、

これは当てはまる集落、そうでないところもあると思うんですが、三ヶ日の、これが静岡県

の例で出ています。静岡県の農林事務所の例で、狩猟免許の取得補助を行っている。そうい

うことがありますので、捕獲おり等の、これは申請と駆除の苦情の、苦情というか、いわゆ

る要請の点というのは明確に区別しなければいけないと思うので、実態調査ですね。

湊の場合にも、１頭とったら、２頭とった現場のうち１頭を見ていますけれども、そのほ

かに子供たちが祭りの練習する機会に、お寺の境内に７頭いるとか、いつ危害があってもお

かしくないと。住民、子供が家に帰れない、そういうことがあるもので、実態の把握と対策

をするということをぜひ早急にやって、狩猟期間２月１５日までですけれども、それ以降は大

変になると思うので、その準備を怠らないで進めてほしいということです。

最後、時間が非常に少なくなりましたが、介護保険の第１期事業計画期間２０００年から２００２

年が終わろうとしていますが、この事業見通しで、給付費と保険料との関係で見通しはどの

ようになっているのか。私は、今の介護保険料をできるだけ抑制すべきであると。低所得者
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の保険料の減免を拡充するべきだと。

これまでは、厚労省は一般財源の投入で繰り入れをやることはだめだと言っていましたが、

ことしの３月、坂口厚労相は、一般財源の投入であっても原則を超えて自治体がやるという

のなら、その自主性は尊重するということでありました。この点、こうした問題にのっとっ

て、来年からの社会保障の引き上げに対しては、切り捨てに対しては反対するわけですが、

そうした税収入の落ち込みの中で少しでも引き当て作業をさせるべきだと。この点で、介護

保険の問題で答弁願いたい。

もう一つは、基盤整備の促進で、繰り返し特養の待機者の問題と対策を質問してまいりま

したが、来年度の改正の見直しを含めてどのような対応をされるのか、この点お答えしてい

ただきたいと思います。

○議長（ 田国広君） 健康福祉課長。

○健康福祉課長（土屋 敬君） 給付費の見込みということですけれども、居宅介護について

は、本年度、１４年度当初予算では、今実績がわかっているのは８月までですので、予算の約

４５％執行率で非常に需要がふえていると。反面、施設入所につきましては、今現在建設して

いるところはありませんが、ほぼ本年度については固まってきたかなということで、若干予

算では余る見込みがあります。

これについては、当然そういう給付費が減少になりますと、予算上、国の持ち分が何％、

県が何％それぞれあるものですから、当然３月の補正予算でその点については対応していき

たいんですが、今回の第１回の計画の中では、今のところ単純に考えますと、 ７，５００万円ほ

どの基金がございます。これについては、単純に考えた場合に、 ７，５００万円ぐらいちょっと

多目に保険料をいただいたのかなと。そればかりじゃないんですけれども、そういうことが

言えるのかなと考えております。

今 ７，５００万円、保険料につきましては、３年間変更することができませんので、今それの

見直しをやっている真っ最中であります。それにつきましては、国の方は、１３年１０月の介護

報酬をもとに平成１９年までの部分を立てなさいということでありますが、１３年１０月の需要と

いうのは、非常に我々の方少ないものですから、その部分をベースといたしまして、１４年１

月あるいは保険者については、３月等の数値を利用して推計を立てております。それは今も

やっている真っ最中で、３月の議会には、この保険料等の関係もありますので、また上程を

したいと思いますけれども、今、後期保健福祉計画策定委員会でその部分の策定はしており

ます。
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大体保険料につきましては、今は ２，６０８円という保険料ですので、これを若干上げざるを

得ないのかなというところであります。まだこれは確定ではありませんので。それとあと、

減免につきましては、河津町の方からも、やはり今回議会でそういう話が出まして、我々の

方も賀茂郡下の福祉の担当課長会の中で勉強していきたい。当然、下田市がもう既に始めて

おりますので、下田市の方法と同じような形になろうかと思いますけれども、検討していき

たいと、このようには考えています。

あと施設につきましては、今河津町の方で７０床の施設を申請してやっております。これは

１７年３月末で完成ということでやっておりまして、これが１９年度までの見通しといたしまし

ては、あと １４０床不足するだろうというようなことから、その １４０床をどうするかというこ

とで、今、確定ではないんですけれども、施設を１カ所増加して、あとは、賀茂郡は河津町

を除いたすべての町村の特養については５０床なものですから、それを増床する、あるいはま

た増床しないような施設については増加するとかというようなことで、今我々担当者の中で

検討しておりまして、今後できるものについてはすべてホテル形式でありまして、すべてが

個室。そうなりますと、今は大体、特養の４人部屋ですと六、七万円ぐらいで利用できるん

ですが、個室になりますと、その個室が加算されて、大体１０万円を超えて１１万円前後になる

のかなと。そういうことで、非常に難しい面があろうかと思いますけれども、そのようにや

っております。

あと、来年の４月からは、下田温泉病院がＢ型病床群ということで、６０床の増設を今して

おりますので、さらに入所者がふえるんではなかろうかということで考えておりますので、

その辺も見合わせながら町の保険料の方は策定していきたいなと、このように考えておりま

す。

○議長（ 田国広君） 横嶋君に申し上げます。時間がまいりましたので。

○１２番（横嶋隆二君） これで終わりますが、来年４月から年金額が削減されます。そうい

う点から保険料を上げない努力を進めてほしい、このことを要求して、私の一般質問を終わ

ります。

以上です。

○議長（ 田国広君） ここで昼食のため休憩します。１時から始めます。

（午前１１時４９分）

○議長（ 田国広君） 休憩を閉じ、再開いたします。
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（午後 １時００分）

◇ 石 井 福 光 君

○議長（ 田国広君） ９番議員、石井福光君の質問を許可いたします。

〔９番 石井福光君登壇〕

○９番（石井福光君） 通告により質問をさせていただきます。

１番目に、日本環境工学設計事務所の不正記事についてを議題といたします。

これは東北新聞社発行の記事でございまして、本年１月、福島県二本松市発注の安達地方

広域行政組合（仮称）汚泥再生処理センター建設工事に絡んで、発注者と設計事務所の癒着

が浮き彫りになったという記事が記載されております。これは直接当町とは関係がございま

せんが、当町が施行されている、日本環境工学設計事務所、これは例のダイオキシンの工事

です。この工事と関係がありますので質問させていただきます。

この不正記事の事実関係経過の内容ですが、平成１４年１月７日１２時ごろ、設計事務所本社

第１設計部の大原氏より各メーカー１１社に、１、見積もりを同年１月１０日までに作成しファ

クスするよう。２、見積もり設計図審査について組合名で誓約書を提出する。３番目に、同

年同月７日ＰＭ４時ごろ、同組合の地域振興課長菊地正喜氏より各メーカーに、参考見積も

り用仕様書などの詳細について、設計事務所東北支社、仙台市青葉区でございますが、から

連絡しますのでよろしくとのファクスがあったと。４番目、１月９日には各メーカーに、今

度は日本環境工学設計本社の大原氏の名前で、今回の内容についてはすべて破棄するととも

に、今後は同組合の指示に従うようとファクスが入っております。以上が事実関係で、問題

点について質問します。内容について発表します。

問題点の指摘ですが、第１点、数十億円の工事物件が二、三日で見積もりができるわけが

なく、なぜ発注者はこんなに概算日数を少なくしたのか。

第２点ですが、同組合名の書類をなぜ日本環境工学設計から各メーカーに連絡するのか。

発注者である安達地区広域行政組合から各メーカーに連絡するのが当然である。

３番目、日本環境工学設計から本年１月７日１２時ごろ各メーカー１１社に連絡が入ったのに、

なぜか同組合の菊地正喜課長名で同日３時以降、各メーカーに連絡があったこと。なぜ同組

合の連絡が事務所の連絡の後であったのか。

４番目、文書によると、日本環境工学設計が各メーカーに勝手に送付したと書いてあるが、

本当は同組合の菊地課長または同組合の幹部と日本環境工学との間で話ができているのでは
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ないか。これは当然の癒着である。

５番目、設計事務所に対する処分。設計事務所は誓約書などを独自で送付したことを認め

ている。同組合は同社に対し、指名除外などどのようなペナルティーを下すのか、また菊地

課長の処分はどうなるのか今後徹底調査すべきであるというのがありまして、これは当然競

争入札妨害罪に当てはまる。

妨害罪とはどういうことか。当然、偽計または威力を用いて公の競争入札の公平を害すべ

き行為が行われれば、直ちに成立。現に入札の公正が害されて不正の結果が生じているとい

うことで、福島県警または公正取引委員会は徹底した調査をするという記事が載りまして、

これは、当町において関係がある設計事務所の不正疑惑があるわけでございますが、当然最

近、これは別問題でございますが、昨日も三井造船のごみ処理問題の汚職、またほかにも各

町長の収賄事件等がテレビで報道されておりますが、この不正記事について町長の考え方、

また今後この結果が出た場合の処分についての考えをお聞かせ願いたいと思います。

○議長（ 田国広君） 町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 私について、福島県の安達地方広域行政組合の疑惑らしきことについ

て町長の考えということですけれども、１月に出てその結論は出ているのかどうか、ちょっ

とその辺についてお伺いします。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 今調査中でございまして、結果はまだ、私は認識しておりません。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 私の方の立場からするならば、まだ結果の出ていないあくまでも抽象

的なものについてこういう公の場で本当に言うべきものか、その辺ちょっと、私は言うべき

必要はないと考えております。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 町長はそういう考えでありますけれども、私は、私個人の考えの中で、

こういう不正記事が載った以上は、やはり当町と関係もあるので、発注の上から当町もこう

いう疑惑があるんじゃないか、要するにダイオキシンの関係した監理設計をやっている上で

疑惑があると思われちゃ困るなということで、町長は、大体こういう記事が載った場合どう

いう考えを持っているかというのを質問したわけです。

○議長（ 田国広君） 町長。
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○町長（岩田 篤君） 私の方も、課長に命じてその辺の調査をしております。それについて

は、課長の方から返事させていただきます。

○議長（ 田国広君） 生活環境課長。

○生活環境課長（鈴木 勇君） お答えします。

初めに、記事に書かれている事実関係でありますが、日本環境工学設計事務所、長ったら

しいので日環工と呼ばせていただきますが、日環工が組合の指示もないのに組合の課長名で、

メーカー１１社に対して参考見積書と誓約書を３日以内に提出するように求めた。これが事実

関係であります。そのほか２件のファクスとか、これを追認するとか、取り消すものであり

ます。

それで、問題とされているのは、見積もり期間の設定に無理があったのではないかという

ことが１点。もう一つは、日環工が組合の指示もなく先走ってメーカーに通知したという、

この２点が疑惑を生じた原因でありますが、これを当事者双方に、というのは、日環工はこ

ちらへ呼びつけまして、また組合に対しては電話で確認をしたところでありますが、どうし

てそうなったかということであります。

初めに、見積もり期間の設定でありますが、これは廃棄物処理施設整備の国の方針が、排

ガス高度処理施設を優先して汚泥再生処理センターを後回しにすると聞いていたので準備を

していなかったところが、県から突然１月１７日までに整備計画書を提出するようにという指

示があったそうです。これを受けまして、急遽１月７日の午前１０時に、組合を構成する７市

町村の首長会議を開きまして、参考見積もりを聴取するメーカー１１社を決定したということ

でありました。

組合がその結果を受けて、これを直ちに東京の日環工に電話連絡し、日環工がメーカーに

ファクスしたもので、日環工としては、土・日・祝日を考慮するとそうせざるを得なかった

ということであります。また、メーカーは、いつ参考見積もりの指名があっても対応できる

ように、処理能力ごとの設計図書をそろえているはずでありますから、必ずしも不可能では

ないと判断したということでした。ここで言っている参考見積もりとは、整備計画の事業費

を算出するために聴取するものであって、この見積もりによって請負メーカーや請負額を決

定するものではありません。

それから、２つ目の疑惑ですが、組合の指示もなくということですが、緊急を要したため

に、一連の手続について双方で十分な確認をしないまま進めてしまい、不手際があったとい

うことでした。
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以上のことからして、どう考えても記事に書かれているような競争入札妨害罪には当たら

ないものと思います。

この真相を究明するには、事件の背景も考慮する必要があると思います。昨日の新聞やテ

レビで、ある造船重機メーカーが豊橋市などのごみ処理施設の受注に関して不正経理を行い、

裏金をつくって元国会議員秘書らに渡していたことが報じられておりましたが、ごみやし尿

等の環境関連整備事業、これの工事やコンサルティング業務をめぐっては競争が熾烈で、先

ほどの私が申しました……

〔「議長、わかりました」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 要するに、その不正の事実を私、きのうの新聞紙上の中で見て、それ

を説明してもらっても困るわけで、こういうものがあったために、要するに結論は、私のと

ころの日本環境工学設計が、前回も問題があったように、例えば設計図がなしに入札したと

かというものが、過去、本会議とか委員会で出ているわけですよね。そういうずさんな会社

があったからこそこの記事が出て、そういう感じがあるから、町長、こういうことするのは

まずいよということを僕は言いたいわけで、過去は向こうでどうである、そういうことは僕

は関係ないわけで、こういうものと実際に契約しているわけだから、それについてまずいん

ではないかということを僕は言いたいわけで、過去が向こうである、そんな人のことですか

ら関係ないわけで。

それともう一点ですが、今の記事に出た大原氏と地域振興課長菊地正喜というのは実在す

るわけですね。そういう中で、私は町長にどういう、今後これが決定した場合に、今度例え

ば競争入札入れるのか入れないのか、果たしてどういう、ある程度の反省を持ってもらいた

いというのだけを、何回も言うけれども、そこなんですよ。こういうものが新聞に出ている

わけですから、関係があるから質問したわけで。

それともう一点ですね、課長。今の事業所の、要するに日本環境工学設計事務所との、今

まで過去に何件あったのか。それと、タクマと、要するに例の排ガスの場合に、タクマとの

やりとり、日本環境工業がやっているわけですね。それのセットされた契約が何件あるのか、

それだけちょっとお答え願います。

○議長（ 田国広君） 生活環境課長。

○生活環境課長（鈴木 勇君） 本町が日本環境工学設計事務所というところに初めて業務を

委託したのは、昭和６３年の、今清掃センターの環境アセスメントであります。これが昭和６３
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年。それから本年まで、１４年経過されましたが、その間に１０件です。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 今の時点では決定しておりませんで、この質問は一応終わりますけれ

ども、今後やはり捜査の対象に、今福島県警と公取がやって進んでいる中で、決定が出た時

点で、私もまた新しくこの質問をさせていただきます。

次に、地方分権と教育改革の諸問題でございますが、まず第１点に教育問題懇談会の設置

について、今、特定勢力を教育現場から排除するために、愛知県は管理教育を貫いてきてお

ります。５５年体制が崩壊した今も同じスキルで、子供も学校も型にはめようと続けておりま

す。問題は山積したままだと犬山の市長が指摘しております。

そこで、平成１３年１０月、愛知県市長会の場で、市長同士で教育のあり方を議論する場が必

要だと訴え、県内３１市のうち２６市長が賛同し、教育問題懇談会が発足しました。同懇談会は、

１、学校教育と組織づくり、生涯学習と地域づくりの２部構成で、これまでに市長は教育を

教育委員会任せにして関心を持たなかったとし、それではもう通用しない。社会全体で子供

とかかわり、支援体制を築かなければいけないと話しております。

それで、なぜ今この時期に設置したかというと、学力低下が心配される中、新学習指導要

領が実施された市町が、大事な時期を、スタートを、対応策を見逃すわけにはいかないと、

今後は市または町村の代表者で連携する土壌が必要だということを強調してあります。

そこで教育長にお尋ねしますが、この教育問題懇談会設置についてまずお伺いしたいと思

います。

○議長（ 田国広君） 教育長。

○教育長（釜田弘文君） 教育問題懇談会ということにつきまして、私は教育委員会サイドで

はなく、もっと全町的なサイズの設置についてご質問だと思いまして、町長と相談をして、

町長に答えていただこうかということでおりましたけれども、ご指名でございますので。

基本的には、地方分権が進んでおりまして、また教育改革も同じような方向で推進をして

おります。具体的な例で申しますと、新指導要領の意向とか学校の５日制、中高一貫教育、

あるいは通学区域の弾力化というふうな教育制度の問題についての改革。あるいは、環境教

育とか国際理解教育、そういった教育内容にかかわる改革。あるいは、学校長の裁量権を拡

大することとか、学校に評議員制度を導入して開かれた学校づくりを目指す、いわゆる学校

経営にかかわる内容等、さまざまな改革が今実施に移され、または移されようとしておりま

す。
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こういうことに加えまして、最近では教育基本法の改正論議も活発化してきておりまして、

私たちはこういった大きな改革を進めていく上では、単に教育委員会とか学校サイドだけで

この問題をとらえていくということでは、なかなか改革が推進していかないという、そうい

う現実を強く認識しておるところでございます。そういった意味で、地方自治全体で、ある

いは行政全体でこの教育問題について検討をしていく、対応を考えていくということが重要

であるということでございます。そんな意味で、教育問題懇談会の意義は非常に大きいもの

があろうというふうに考えておるところでございます。

しかし、我が町では、微力ではございますが、教育委員会が中心になりまして、学校等と

の連携を図りながら、また地域の方々の協力を得ながら、教育改革を一歩一歩進めておりま

すので、それらの推移を見ながら、さらにもっと広域な立場からの問題検討が必要であると

いうような認識が出てまいりましたら、この設置についても検討の要はあるというふうに考

えておりまして、現時点では教育委員会が中心になって細かいことに取り組んでいきたいと、

このように考えておるところでございます。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） ただいま教育長からるる説明があったわけでございますが、地方分権

の実質が伴うまでこの問題には手がつけられないとは思いますが、やはり自分たちが主体性

を持って改革にかかわっていかなければならないと、もちろん市町村長の意識が必要だとい

うことが言われております。どんな人をつくりどんな町を築くか、それは市町村長の責任で

あり、文部科学省、厚生労働省の枠組みにとらわれて手をこまねいているわけにはいかない。

少なくとも市町村長は市民の先生であるべきだと言われておりますので、前向きに検討をし

ていただきたいと思います。

次に、週休２日制に伴う児童の過ごし方の現状と教育の対応ですが、これは９月議会でも

同僚議員の質問があったと思って重複すると思いますが、今春から実施された新学習指導要

領が、ゆとり教育を目的として教科の学習内容を約３割削減したため、子供の学力が低下す

るとの懸念が強まっていることに対応して文部省が発展的学習の内容を示したことで、学校

現場には指導要綱のほかにもう一つの基準が存在すると受けとめられ、混乱する可能性もあ

る。ということはどういうことかといいますと、発展的学習をするならいいんですが、例え

ば、小学校１年生には２けたの数を含む足し算と引き算を加えるとか、小学校２年生は九九

表をつくり法則性を見つけるとか、３年生は３けたの数同士の掛け算をやるとか、いろいろ

あるわけですけれども、全部読むと時間がありませんので、こういうことの中で混乱する可
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能性もあるんじゃないかということだと思います。

この土日の過ごし方について、滋賀県の教育委員会調査、これは小学生 ２，３００人、中学生

９００ 人ですが、休日に、やはり結論は、小学生はテレビやゲーム、中学生は勉強する割合が

高かったと。反面、ボランティアや自然体験に時間を費やす小中学生は極めて少なかった。

また、教育の対応として、教職員の文化活動が、西伊豆町教職員等、幼小中一貫教育研究会

主催の町内研修会が開かれました。この研修会は平成１２年から開催しており、教職員の資質

向上や本年度からスタートした学校週５日制の対応などが目的で、前年まで町内の史跡めぐ

り、商工業の見学を行ってきたが、今回は文化協会に講師を依頼して、水墨画、書道、写真、

染色、茶道、野草、囲碁の７講座を開いたと聞いております。当町におけるこういう週休２

日制の現状を、教育長にお聞きしたいと思います。

○議長（ 田国広君） 教育長。

○教育長（釜田弘文君） 議員ご指摘のように、学校５日制とあわせて週休２日制が実施をさ

れまして８カ月が経過するわけでございますけれども、復習的なことになって申しわけない

んですけれども、この２日制、５日制が実施されました趣旨につきましては、やはり今の子

供たちがかなり忙しい状況の中で、子供たちにゆとりを持たせて、そして家庭や地域で少し

でも社会体験とか自然体験をさせまして、そういった体験の中からみずから興味を持って学

ぶ姿勢とか、あるいは考える力だとか、そういったいわゆる豊かな人間性を突き詰めていき

ますと、たくましく生きる力を身につけさせたいということで、この学校５日制、週休２日

制が実施されたわけでございます。

しかし、いろいろな報道等にもありますし、また我が町の学校の子供たちの現状を考えて

みましても、やはり学力の低下というふうな問題にも直面をしておりますし、またこの５日

制の過ごし方の問題につきましても、まだまだ改善をしなきゃならない面がたくさんあると

いう認識を持っております。

そんな中で、学校では子供たちがこの週休２日をどんな過ごし方をしているんだろうかと

いう、そういうことにつきまして学級活動の中で話し合いを持ったり、あるいはアンケート

等で実態を調査したりして、子供の実態把握に努めておるところでございます。さらには、

１１月１６日でございますけれども、町Ｐ連の主催で土日の子供たちの過ごさせ方を、親の立場

からどのようにしていったらいいのかというふうなことで話し合いを持たれまして、多数の

保護者の方々が参加をしまして熱心な討論がなされまして、私も同席をしたところでござい

ます。
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そういった中で、やはり子供たちの実態の一つとして、子供のサイドから見ますと、週休

２日になってよかったという子供たちが約９０％ぐらいあると。そして、それはどうしてかと

いうふうに子供に聞きますと、やはり自分の好きなことができるとか、ちょっと体が休まる

と子供らしくないことを言っておりますが、とにかく体が休まると。あるいは、余裕が感じ

られるというふうな、こんな理由で週休２日制を歓迎しているようでございます。

具体的にじゃどんなことをしているのかということでございますが、やはり多くの子供た

ちは自由に遊んでいると。あるいはゲームをしている、テレビを見ている、勉強もしている

というふうなことで、具体的には議員がご指摘のように、ゲームやテレビや、あるいは中学

生ではかなり勉強をしているという生徒も多いようでございます。これは小中全体で調べた

アンケートの結果でございます。しかし反面、やることもなくてふらふらしているというふ

うな子供とか、中学生では、寝る時間が随分遅くなって、起きる時間が非常に遅くなって、

生活のリズムがこの２日間で崩れてしまうというふうな問題点も、生徒自身も自覚をしなが

らアンケートに答えているというふうな実情もございます。

また、保護者の方の意見では、やはり子供の土曜日、日曜の過ごし方が、自分が働きに出

ていてどうも十分把握できていないと。一体どういうふうに過ごしているのか、もう少し子

供の様子を見る必要があるというふうな意見とか、保護者の立場から見て、もう少し受け皿

とかを準備してもらえないかというふうなご意見などいろいろありまして、私も十分それに

耳を傾けたところでございます。

しかし、学力の低下の問題では、この休みの過ごし方の問題等いろいろ課題が多いわけで

ございますけれども、やはり週休２日制というもの、あるいは学校５日制というのは大きな

改革の流れでございますので、これがよりよい形で定着をしていくように、また学校としま

しても、教育委員会としましても、努力をしていきたいと思っております。

ちなみに、本年度から中学生のディスカバリークラブというのをつくりまして、文化協会

の皆さんにご協力いただきまして、書道の教室とか、あるいは陶芸教室等に中学生も参加で

きるような形をとっていただいたり、小学生はもとからふるさと学級とかいろいろな活動が

ありますけれども、中学生にそういう活動も用意してあります。あるいは、今計画中でござ

いますけれども、町内の囲碁の同好者の皆さんにお骨折りをいただきまして、来年から南伊

豆囲碁教室を開こうかと。囲碁愛好者の方も協力をするというふうなお返事をいただいてお

りますので、そういう形の中で、子供たちがもう少し土日の２日間に有意義な過ごし方がで

きますように、受け皿づくりの方にも鋭意努力をしてまいりたいと思います。
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また、学校における学力低下の問題については、非常に教員の指導の問題でございますの

で、厳しく自分たちのこれまでの指導を見直しまして、研修を積み重ねる中で、基礎的な学

力の向上というふうなことには鋭意取り組んでいくように、私も極力指導しているところで

ございます。

以上でございます。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 詳細に教育長からるる説明があって安心しているわけでございますが、

何せことし始まったばかりでございますので、一応今のディスカバリー教育、やはり日常方

式の中で、これ前向きに子供たちの過ごし方について、一応計画して進んでいってほしいと

思います。

次に、中学生の携帯電話の所有数と今後の対応ですが、皆さんご存じのように、今世の中

で携帯電話が本当に非常に普及しているわけでございます。その反面、便利な反面に犯罪も

報道されているわけでございますが、特に中学生が携帯電話というものを、特にこれ女子に

係ると思いますが、当然友達が持っていれば自分も欲しいという、持ちたがる方向にありま

すので、やはり当町としてどれぐらい中学生が携帯電話を持っているのか、それについて、

いろいろ犯罪等についての対応をどうするのか聞いておきたいと思います。

○議長（ 田国広君） 教育長。

○教育長（釜田弘文君） 携帯電話の所有数と今後の対応というご質問ということであります

けれども、既に通告がありました関係で、私、全町小学校から中学校にわたって全部調査を

してまいりました。そしてまた、学校がどのような指導をしているか、どういう現状にある

かということも聞き取ってまいりましたので、概略でございますけれども、それを報告をさ

せていただきたいと思います。

私たちも十分認識しておりますけれども、非常に便利さの反面にいろいろな社会問題、非

行問題等にもつながっているという、両面を持っているこの携帯電話でございますが、特に

未成年である中高生にそういった問題が顕著にあらわれているというような、これ全国的な

傾向でありまして、ご指摘のとおりでございます。

そういった中で、本町、１２月５日現在の調査によりますと、小学校では、全町の児童の６

年生の中でございますが、１１名でございます。それから５年生が５名、４年生が５名という

ことでございます。おおむね児童の１０％前後が、自分の携帯電話を使用しているというよう

な状況でございます。中学生では、１年生全体で１０名、１２％、それから２年生が１５名で１６％、
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３年生が１７名で２０％という形の状況でございまして、３年生が約５人に１人というふうな状

況でございます。

ちなみに、この６月に賀茂全体の調査をしてございまして、その調査によりますと、中１

で２２％、中２で２８％、中３で３１％となっておりますので、本町における中学生の携帯電話の

使用率は、まだまだ他市町村と比べて低い方であるという認識でございます。しかし、学校

からの報告によりますと、個人が持っていなくても、家のものなど借りてくるというふうな

場合がありまして、かなり携帯電話の使用状況は多くあるというふうな報告がございます。

そんなことで、それによって起こされる大きな問題としては、やはり電話料が多額になり

まして子供の小遣いでは対応できないというふうな、そういう問題に発展をして、いろいろ

社会的問題になっている性非行というふうな問題にもつながっているというところが、今の

全国的な状況でございます。さらに、非常に俗悪な情報もあの中から入手できるというふう

なことで、やはり健全育成の面で大きな問題が発生する可能性があるわけでございます。

そんな意味で、学校では、特に小学校ではもうそういうものは使わないということでもっ

て、あるいは学校への、もちろん持ってくるのは禁止ということで対応しているということ

でございますが、中学校では原則禁止ということで、やむを得ない場合には、保護者からの

届け出があったときには許可するということでございますが、これは学校が終わってそのま

ま塾へ行ったりして、家庭と連絡をするのにどうしても必要だというふうな理由があった場

合には、保護者の申し出によって持たせるというふうな措置をとっておるようでございます。

日ごろの学級指導等でこの携帯電話のことを話題にしまして、先生を交えていろいろ問題

点等について話し合いを設けているという、そういう形の中で指導しているというふうなこ

とでございますし、また学校だより等を通じて、保護者の方にも携帯電話の使用についての

啓蒙というふうなこともしているというふうな報告を受けてございます。教育委員会としま

しても、この携帯電話、ますます所有はふえていく傾向にあろうかと思いますので、十分注

意を払いながら、学校等とも連携をしっかりとりながら対応してまいりたいと、このように

考えております。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） ありがとうございました。ただ、今の平均なり、賀茂郡の大体中学生

３人は、だんだん年齢を追うごとにそういうところがふえていくというのは当たり前だと思

いますが、問題は、一番心配しているのは、非行と、子供たちが使った、自分の小遣いで払

えるだけの通話料ならいいんですが、現実の問題として全部親が払っている。ひどいときで
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は２万円とか３万円、５万円とかという話も聞いておりますので、その辺の払わないのを親

が払うということの中で問題があるんじゃないかなということと、もう一点は、やはりこれ

全部廃止するというわけにはいかないと。先生が言われたとおり、当然いろいろ連絡として、

塾の連絡とか、きょうの部活の連絡とか、送り迎えの点もありますので、これは絶対に禁止

しろということじゃないんですが、先ほど言われたように、原則的に禁止で、保護者の申し

出があったときだけ許可しているということは、本当にいいことだと思います。今後もそれ

を堅持していただいて、やはり学校で許可なければだめだというようなことの中で進めてい

ってほしいと思います。それが一つの犯罪を、今は例がないですけれども、これから出る可

能性も十分あるものですから、よろしくまたその線で進んでいってほしいと思います。

以上をもちまして、私の一般質問を終わります。久しぶりでございましたので、ろれつも

回らないで申しわけありません。どうもありがとうございました。

○議長（ 田国広君） 石井福光君の質問を終わります。

◇ 漆 田 修 君

○議長（ 田国広君） ６番議員、漆田修君の質問を許可いたします。

〔６番 漆田 修君登壇〕

○６番（漆田 修君） 通告に従い、行財政改革と行政評価システムについて質問をいたしま

す。

私は、さきの９月定例議会におきまして、常任委員会、総務財政委員会ですが、その行政

評価システムの採用の有無について質問を呈しておりますが、その後、先月末、下田市が行

政評価システムの導入を前提にして、予算関係の、特に予算策定、政策評価システムの検討

をされたということであります。

今回の質問は、最初に町長の財政健全化に対する姿勢もしくは見解を問いまして、その後、

行政評価システムの認識、そして最終的には、市町村合併と絡めた当該システムの検討はど

うだろうと、そのような話で進めさせていただきたいと思います。

現在、地方自治体において行政評価システムが急速に普及しつつあります。このような科

学的行政評価は、本来地方自治体が最も忌み嫌う改革であります。にもかかわらず、自治体

が率先して導入しつつあるのは、自己改革の意識革命か、行財政環境の外圧によって誘発さ

れたのか、いずれであれ、行政評価の時代が始まろうとしております。しかし、行政評価シ

ステムが自治体に定着して自治体の自己改革の促進剤となるかどうかは、楽観を許さないで
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ありましょう。なぜなら、科学的行政管理方式は、１９７０年代におけるＰＰＢＳの挫折という

苦い経験があるからであり、さらに科学的管理方式の一つである計画行政についても、同じ

失敗の前例がございます。１９８０年代の地域開発計画としてのマスタープランは、粉飾的、便

宜的事業をやったし、シビルミニマム（生活環境基準計画）も、政治財政状況が変化すると

簡単に放棄されてしまいました。

これまで地方自治体は、科学的管理方式、計画行政運営について、行政効率化の決め手と

して競って採用したが、形式的な採用にとどまり、数年で立ち消えとなってしまいました。

むしろラスパイレス指数や民間委託方式など、直接的な対立目的の実践的手法の方が実際の

体質になじみ、実効性ある改革手法として浸透していったのであります。しかも、現在先行

する自治体の、これは後ほど申し上げますが、行政評価を見ると、事務事業評価方式が主流

であり、減量行政的色彩が濃いのです。これでは地方自治の復権をもたらす政策行政への発

展も挫折するおそれがあります。

自治体はこのような失敗を繰り返さないためにも、まず第１に、行政評価の意義、効用を、

自治体の首長、議会議員、職員が十分に理解し、住民から生命、健康、財産、サービスを公

共信託されていることを認識し、効率的行政の展開、政策選択の最適化を追求する責務があ

るということであります。

第２に、従来の自治体の自己改革はリップサービスの域を出なかったが、行政評価システ

ムは数値による行政評価という異質の改革方式で、住民運動にしても自治体改革の決め手を

欠いていたが、情報公開制度に加えて行政評価システムが整理されていけば、自治体への市

民統制の有効性が倍加することになるということであります。

第３に、行政評価システムは事務事業をすべて指標化していく方式であり、このような科

学的管理方式は技術的にかなり困難を伴います。しかし、自治体がその行政能力を発揮して

いけば、指標化にある運営システムの創出は不可能ではないということであります。

第４に、行政評価システムは、現在の事務事業評価に見られる減量経営の手段としての位

置にとどまっていてはいけないのであり、行政評価システムは効率化を目指す行政経営方式

のかけがえのない戦略的要素であり、さらに政策選択を通じて自治体運営の市民化、自立化、

政策化を達成する政策経営の基盤をつくり出すものであると思います。こういった点を、自

治体として十分認識する必要がございます。

行政評価システムは、当面は地方自治体に普及していくでありましょう。しかし、その実

施をめぐって内部の拒否反応に直面し、技術的限界から挫折するところの出現も予測されま
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す。それは、評価方式の効用万能策の指標化に全幅の信頼をし過ぎているからであります。

指標化は一定の判断基準を示すものであって、実際の行財政運営のすべてではありません。

すなわち自治体が指標化に過剰反応したり過大評価するのは間違っており、あくまで一つの

基準であることを認識すべきであります。しかし、自治体が行政評価システムを浸透させな

ければ、従来の減量的方式では財政再建も限界があり、市民参加のオンブズマン方式も壁に

ぶつかるでありましょう。第一に首長選挙すら、政策基準、評価なき選択である現状では、

地方自治の復権すらおぼつかないのであります。

行政評価の指標化は、行財政改革の技術的レベルにとどまらず、地方自治の存在価値を争

う問題なのであります。自治体の自己改革、住民による自治体改革のいずれにせよ、行政評

価方式という斬新で実効性の高い行財政改革方式に、自治体も住民もその将来を託さなけれ

ば展望は開けないのであります。

かつて地方自治体は、マスタープラン、シビルミニマム計画を掲げて、活力ある地方行政

を展開してきました。いま一度行政評価方式を掲げて、地方自治の再建に取り組まなければ

なりません。自治体が行政評価方式を高度に展開していけば、財源は縮小しても住民ニーズ

の拡大は可能なのであります。そして、それを自治体運営に浸透させていけば、地方自治体

は再生していくのです。そして自治体は、近年の地方財政危機を制度論や財源配分論に転嫁

することなく、また行財政運営の減量化手法に矮小化してはならないのであります。地方自

治体は、自治団体として財政能力を高め、環境変化に適応し、財政危機を自主能力の試練と

してとらえ自己改革をすべきであります。

そこで、一般質問書要旨１で申し上げております、財政健全化推進の基本認識もしくは町

長の個人的な見解でも結構ですが、執行責任者である町長の答弁を求めるものであります。

○議長（ 田国広君） 町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 基本認識としてお答えいたします。

少子高齢化が進展、また景気低迷の社会背景の中では、多くの財源を今後も望めないで、

財政健全化の推進には時間を要しております。基本的には、支出に見合った価値があるかの

観点で考えるＶＦＭ理念により、これはバリュー・フォー・マネーと、その略だそうでござ

います。財政指数を効率的、効果的に行い、支出の削減に努める必要があります。そのため

には、予算、決算、職員定数、組織機構を含めた事務事業を見直す行財政改革を実行してい

くことが重要となるわけです。しかし、このことが住民ニーズに対するサービス低下となら
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ないように、必要性の度合い、効果的か効率的かによる事業の見直し、廃止、改善等の選択

をする行政判断を公平に行い、住民に理解を得る必要を感じております。

また、今後も行政と住民、企業等との共同、コラボレーションのシステムづくりも課題と

なってくると思っております。具体的には、経常経費の削減や南伊豆町行政改革基本計画に

沿った事務事業等の見直しが必要でないかと考えております。

○議長（ 田国広君） 漆田修君。

○６番（漆田 修君） 極めて慎重な言い回しで、なおかつ二の句の告げないような抽象的な

言葉で、参ったと実は思っているんですが、実際には、本日の一般質問の１人目の予算策定

の段階で、バリュー・フォー・マネーの概念の意味で実は町長答弁されたと思うんですよ。

それを具体的にどうするのか。

例えば、当年度、個々の政策施策のプライオリティーの問題も当然あると思うんですよね。

そこで、例えばプラン・ドゥー・シーの循環サイクルを回して、例えば政策評価の段階では、

これは例えば事業を廃止すべきかどうかの選択というのが当然出てくると思うんですね、個

々の施策を系列的に並べた場合。そのときに、町長のおっしゃるバリュー・フォー・マネー

とか重点的予算の配分であるとか、そういう、これは言葉でわかります。理論的にはわかる

んですよ。ただ、もうちょっと具体的に、非常に答弁しにくいと思うんですが、私次の認識

では、そういうちょっと質問をぶつけたいと思っていますが、そこまで実は第１番目の質問

でご答弁いただきたかったわけですが、担当課長でも結構ですが、もしできたらお願いした

いんですけれども。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） お答えします。

一円の税金でも、これは使途と使用方法の効果性、効率性、有用性を追求して、最も価値

の高いサービスの提供を追求するという考え方に基づいて町長は言われたと思っております。

○議長（ 田国広君） 漆田修君。

○６番（漆田 修君） ここは基本認識でありますので、それ以上は求めないことにいたしま

す。多分概念的なご答弁しかいただけないと思うんですよ。よく上杉鷹山が言います、入る

をはかり出るを抑える。これが基本で、その中で優先度を設けながら、より有効性の高い施

策を予算化していこうということ、そういう答えだろうなと私は内心思っていたんですよね。

多少一歩突っ込んだバリュー・フォー・マネー的な概念がちょっと入っていましたので、こ

れはこれでいいといたします。

－５１－



２番目の行政評価システムに対する基本認識の問題ですが、従来自治体は、行政活動の選

択において財源ベースを基準としてきました。これは、県なんかほとんどそうなんですが。

ですから、極端な場合、国県補助金がつくというだけで事業化されてきました。行政効果も

財政支出額という支出主義で済ませております。しかし、行政評価システムは、行政活動を

支出額でなく実質的な成果または効果で判断していこうとするものであります。

さらに行政評価システムは、行政活動、行政内部の行政管理的評価でなく、評価自体を住

民満足度といった外部評価に置くシステムなのであります。そして行政評価には、政策、施

策、事業評価、先ほど私言いましたプラン・ドゥー・シーという循環サイクルでありますね。

そういったものの３つのレベルがあり、政策評価は行政全体の政策形成であるとか、遂行が

最適な状況にあるかどうかを評価し、そして施策評価は、各行政分野ごとの行政施策体系の

最適化を形成選択していくシステムであります。

事業評価は、今ほとんどの大きい都市は採用しておりますが、事務事業評価方式で現在多

くの自治体で導入されている手法であります。理想は、政策評価に基づく政策選択の最適化

によってむだな投資、サービスの選別をしていくことであるが、事業計画に比べて施策評価

は指標が難しく、政策評価はさらに困難であると。技術的にも行政的にも、実践的手法とし

ては事務事業評価のレベルアップが当然ですね、当たり前のことなんですが、レベルアップ

が前提となります。

さらに行政評価は、選別・執行・成果という３つの指標による評価方式に分類され、日々

の行政活動を実際の行政過程でどのように評価していくかについては、一般企業のＴＱＣ手

法と同じ、プラン・ドゥー・シーの管理循環サイクルと全く同じであります。

もうちょっと言わせてください。それで、選別指標は、政策、施策、事業を開始、継続、

廃止するかどうかを判断するための指標であります。例えば外郭団体の創設、存続の是非を

判定する場合は、その１つ前のサイクルの事業収支指標がまず不可欠な選別指標となるので

あります。そして、執行指標は政策、施策事業の現状分析で、行政活動の形式的、表面的な

指標であり、施設の建設状況であるとか、利用者状況、銀の湯会館とか武道館ですね。ああ

いうところの利用者状況などであります。そして成果指標は、現状指標では名目的効果のお

それがあるので、より実質的効果を追求し、環境の改善度、サービスの住民満足度などであ

ります。

そして行政評価には、どうしても選別・執行・成果の各指標区別が必要なのでありまして、

さきに私が具体的な例を申し上げておりましたが、ここで申し上げますが、例えば、仮の話
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です。予算１０万円で、ボランティア研修会というものが当初設定されておりました。そこで

１００ 人の参加者を見込んでいたが、５０人しか参加しなかったという場合、執行の指標から見

て効果は半分であり、事前予測の甘さが立証されるのであります。仮に １００人のうち １００人

の参加者があったとしても、アンケートの結果で「有意義です」というのがそのうちの５０人

であった場合、成果指標では行政効果は半分であることが判明される。したがって、この現

状評価から事業運営の再編成が必要となる予算、これは予算にオーソライズしましてですね、

最終的に。

このような再編成にもかかわらず、例えば追跡調査の結果、参加者でボランティア活動の

従事者が５人足らずであったという場合、事業評価から当然この事業廃止は避けられない。

こういうことを、本当は第１番目の財政の健全化推進について、実はお答えをいただきたか

ったわけです。具体的にですね。

さらに、行政評価の行われる時点で時系列的な分類もありますが、この席は行政評価の説

明が本旨ではないので終わりますが、今まで申し上げたことが当該システムのスケルトン、

つまり骨組みですね。骨組みと言えます。

質問要旨２の行政評価システムに対する町長の認識について、まずご答弁を賜りたいと思

います。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 当該システムに対する基本認識ということですけれども、ご考察のと

おり、地方自治体は住民から公共信託を受け、行政運営を効率的、効果的に行う責務を改め

て再認識する必要があると思います。行政評価システムは、地方分権による自己責任、自己

判断を担える自治体となるため、行政ニーズの多様化に対応するため、また厳しい財政状況

等の社会背景により、新しい行政運営システムとして、それぞれ都市部で事務事業評価、そ

して施策、政策評価が模索されている段階で標準化されておりません。

事務事業の仕事の目的を明確にし、その成果を指標化し、評価、改善見直しの循環サイク

ルをつくり、客観的で効率的な行政運営の選択判断材料の道具として、総合計画、実施計画、

予算査定や、だれにでもわかる評価とすることにより、行政への住民参加にも活用されると

聞いております。本町にとっても、行財政改革事業の見直し、廃止、改善、再構築の細部判

断を客観的にだれでもわかるように、特に住民に理解していただく説明責任の道具として、

本町に当たる行政評価システムは研究に値すると思いますが、現段階ではシステム導入効果

と評価方法、事務事業の取りまとめ分析、公開等の膨大な事務量による職員負担と比較考慮
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し、検討をしていく必要があると考えております。

○議長（ 田国広君） 漆田修君。

○６番（漆田 修君） 基本認識は、現在導入しておりませんので、それでよしといたします

が、先ほどの答弁の中で、予・決算、それから職員定数、機構改革等の事務事業を見直す行

財政改革の実行をしていくという、そういう趣旨の財政再建推進についての答弁がありまし

たが、これは実際的には、行政評価システムの中の事務事業評価に値するものなんですよね。

ですから、概念的に、例えば下田市のやっておりますような予算策定の段階の政策評価シス

テムイコール行政評価システムではなくて、これは町長、イコールなんですよ。３つの段階

の３段目に位置するものなんですよ。

ですから、例えば静岡県で現在施行されております、平成７年策定で９年からスタートし

ましたが、事務事業の業務棚卸しシステム、その後三重県とか宮城県も追随してやりました

んですが、そういうことをイメージすると非常に取っつきにくい、入りにくい感じがすると

思いますが、まず入れるところから入っていく。３番目の段階ですね。これから入っていけ

ば、非常に上位の評価システムには導入しやすいという面がありますので、ぜひご検討、研

究していただきたいと思います。町長、いいですか。研究してください。

〔「はい」と言う人あり〕

○６番（漆田 修君） それで、３番目で、市町村合併に関してそのシステムの果たす役割と

か、その辺についての質問をさせていただきます。

郡内の各市町村議員は、この１２月定例議会一般質問において市町村合併問題を取り上げ、

活発な議論が取り交わされております。総務省の描いた２２カ月マニュアルに即して、当事者

である市町村のみならず、国、県、経済界などが旗振り役を担いながら、２００４年度末までに

合併を実現すべく各地で取り組みが積極的に展開されています。合併のかぎは個々の市町村

の実情により異なるから、一概に賛成、反対と決めつけがたいのは当然であるが、各地での

取り組み実態を見ると、猪突猛進、拙速加熱ぎみと感じるのは私のみでありましょうか。

多様化、高度化する住民ニーズへの的確な対応や厳しい財政状況からの脱却を図る上で、

合併が唯一の選択肢かという点で申し上げると、現に都道府県が示している合併の組み合わ

せモデル案から抜け出し、あるいは、当初から協議の輪に入らず独自の道を模索し始めた市

町村が多数存在しています。また、多くの市町村が合併の渦中にあるので、時既に遅しかも

しれませんが、人口規模や面積などによる組織の大小論の前に、地域の実情を勘案しての事

務事業の分析検討がなされなければ改革の実りが少なく、みずからの行財政改革の問題、課
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題を明確にする必要がまず第１にあると考えます。そして、２００４年度末のみがゴールかとい

う問題であります。

今町長に申し上げた分析検討に基づき、市町村経営変革に向け広域的協力、外部委託、合

併などの選択肢にたどり着くには、２００４年度末まででは時間が少な過ぎるという点でありま

す。カキの実が自然に熟すまで待つ慎重さと時間的余裕があってこそ、幸せな結婚生活、合

併が期待できるのであって、ゴールにも多様性があってよいのではなかろうか。

既に法定協議会に参加し、新たな自治体づくりにかかわっている市町村にしばしば見受け

られますが、当賀茂郡にもおりますけれどもね。合併を目前に控えていながら新たな施設づ

くりなどに着手し、負担は合併後にといった駆け込み的事例が少なくない点であります。こ

うした物取り的発想は、合併後の運営を今から苦しくしているとも言えます。

そもそも総務省は、ご承知のように、恒常的な税収不足から地方交付税フィードバック分

の資金の先行き不安という背景と、地方自治体の財政効率の向上を目的に、合併特例法に基

づいた諸施策を打ち出したのがスタートでありました。我が町の財政は、合併を急がなけれ

ばならないほど、そんなに悪いのでありましょうか。

財団法人地方自治協会の新財政診断手法の現況指標の中にある経常収支比率、実質収支比

率、実質債務残高比率、基金残高比率、財政力指数、公債費比率、町債ですね。ラスパイレ

ス指数等々、全国町村と比較しても極端に悪いわけではありません。国県の行政指導等もあ

りますが、地方自治体の財政効率向上化という面で言うなら、広域事務の広域連合化や行政

評価システムの検討研究といった自助努力を経るなど、独自の道を模索することも今望まれ

ているのではないでしょうか。

札幌市は平成７年、ＤＲＰ、ダイナミック・リファレンス・プログラムという評価システ

ムですが、ＰＲ運動として事務事業評価の改革を図ったそうであります。平成１０年度には行

政評価システムとしての事業再評価システムがスタートしたが、５４億円余の歳出削減の実績

を上げたそうであります。このように、自治体独自の経営努力によって行政活動のありよう

が変わってくるのであります。

質問要旨３で記述したとおり、市町村合併と絡め、町長ご自身の見解を賜りたいと思いま

す。お願いいたします。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） 財政効率化と町村合併に関し当該システムの果たす役割は、制度の研

究分析をする考えはということでございますけれども、市町村合併につきましては、東伊豆

－５５－



町の住民投票によるとする枠組みの問題等さまざまな課題がありますが、７市町村対等合併

を前提とした賀茂地区合併検討委員会での検討により、前向きにかつ住民本位となるよう慎

重に対処したいと考えております。合併いかんにかかわる住民ニーズに沿った住民参加の効

率的行政の推進、研究にはさらに必要になると思います。

下田市も本年度より、主として予算査定の指針の道具として行政評価システム施行を導入

しました。地方自治体の規模が大きくなれば、客観的判断の道具として幅広く尊重活用され

るものと思います。また、膨大な事務量のシステム導入の評価の方が大きなものになると考

えております。平成１７年３月までの合併は、特例法によるあめとなる財政措置がありますが、

財政健全化を常に考え、市としての中枢機能として建設計画と旧町村の均衡を図り、地域住

民が住みよさを感じられることが大切だと考えております。

○議長（ 田国広君） 漆田修君。

○６番（漆田 修君） その必要性はよく認識されているような答弁でございますが、まだ早

いよと。合併後の自治体の規模が大きくなったら、その効用はより増すよといいますか、そ

ういう論法で多分答弁されたと思うんですよね。これは実際に取っかからないと、小さいと

ころでも現に上げて、先ほど私が予算１０万円のボランティア研修会の例を挙げたように、

個々の、予算上でいうと款項ですね。非常に細かい施策まで、実はこういう行政システムの

チェックが入ることによってより適切な運営になるだろうと。そのトータルが何千万円とか

という歳出削減につながっていくのではないかと。部分最適の手法は必ずしも全体最適では

ないとおっしゃるかもしれませんが、こういう地道な努力を高めることによって、単純に財

政効率化だから市町村合併だよという短絡的に走らないで、こういう自治体内部の努力も今

必要ではないんでしょうかということを申し上げて、２分の１の時間で終わりましたが、私

の一般質問は終わります。

ありがとうございました。

○議長（ 田国広君） 漆田修君の質問を終わります。

◎散会宣告

○議長（ 田国広君） 本日の議事が終わりましたので、会議を閉じます。

本日はこれをもって散会いたします。

ご苦労さまでした。

（午後 ２時０６分）
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◎開議宣告

○議長（ 田国広君） おはようございます。

定刻になりました。ただいまの出席議員は１５名です。定足数に達しております。

これより１２月定例会本会議第２日の会議を開きます。

（午前 ９時３０分）

◎会議録署名議員の指名

○議長（ 田国広君） 会議録署名議員の指名をいたします。

会議規則の定めるところにより、議長が指名いたします。

３番議員 鈴 木 史鶴哉 君

４番議員 梅 本 和 君

◎議第５９号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） これより議案審議に入ります。

議第５９号 南伊豆町固定資産評価審査委員会委員の選任についてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第５９号の提案理由を申し上げます。

地方税法第 ４２３条の規定により、固定資産課税台帳に登録された事項に関する不服を審査

決定するために、固定資産評価審査委員会が設置されております。

現委員３名中、手石 ７６４番地、大年一雄氏の任期が本年１２月３１日満了となります。後任に

は、湊 ５４１番地、西脇徳保氏を選任いたしたくご提案した次第であります。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

横嶋君。
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○１２番（横嶋隆二君） 現在の固定資産評価のこれは審査委員のことですけれども、簡単に

このシステムについて答えてもらえますか。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） 固定資産評価審査委員会につきましては、ご存じのように、縦覧

に供した後、いわゆる町民からの異議申し立て、それについて評価等、固定資産の土地家屋

の評価等を審査する委員会でございます。

以上です。

○議長（ 田国広君） 横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） 今、少なくない自治体で、固定資産評価そのものに対しても自治体

と離れて……、今税務課でやっていますよね。離れてやるべきだという見解がありますが、

それに対してはどのように考えますか。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） 税務課の方から離れてという、議員おっしゃるところもあります

けれども、今、賀茂郡の中でいわゆる税務課から離れて固定資産評価審査委員会を持ってい

るところは、たしか２町ございました。あとについては、いわゆる課税の方と税務課の方で

やっているのが現状でございます。

以上です。

○議長（ 田国広君） 横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） 次に、地方税法の ４２５条、固定資産評価審査委員会委員の条項に１

項、２項とありまして、固定資産評価審査委員。やはり税務課で課税をして、それに対する

不服審査等の審査をするわけですね。そうした場合のいわゆる行政から独立した関係にある

という、それが厳格に第２項でかくして書かれています。これには請負等々でありますが、

この西脇徳保さんは町長と姻戚関係にあるんではありませんか。この点をお答えください。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） いとこという、戸籍上はいとこ半ということになっています。

○議長（ 田国広君） 横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） これは、町長が常々言っている公正、公平という点、それと、地方

税法の条項にはそういう姻戚関係まで書いていませんが、その点はもう前提条件として、そ

れ以外の請負等々、あるいは会社の運営責任役員等々のことを述べているのであって、やは

り姻戚関係にあるということは、不服審査を審査する評価委員の任に当たらないということ
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で、提案すること自体がやはり不適切だというふうに思います。これは討論に移ってはいけ

ないんですけれども、今の質問を受けてどうですか、いかがですか。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） ただいまのご指摘の件ですけれども、いわゆる親戚関係云々とい

うのは、確かに地方税法上、何らうたってありません。したがって、私ども税務課の見解と

いたしましては、この西脇さんを、大年さんが任期１２月３１日で提案したとおり満了になるも

んですから、ぜひお願いしたいと、こういうことです。

○議長（ 田国広君） ほかに。

石井君。

○９番（石井福光君） 私もちょっとこの件について質問させていただきます。

西脇氏の経歴を見ますと、長年、伊豆急行に勤務していて、鉄道とか電車関係については

精通していると思いますが、固定資産については、私個人の考えとしては素人ではないかと。

しかも評価委員が３人の中で、この重要な件をやることについて私は問題あると思いますが、

町長に対して選任した理由についてを聞きたいんです。

○議長（ 田国広君） 町長。

○町長（岩田 篤君） お断りしておきますけれども、私は姻戚関係ということで選んだつも

りは １００％ございません。

そして、最初から、西脇徳保さんは不動産の設置時代から伊豆急に勤務しておりまして、

不動産について私は精通していると考えたわけでございます。

○議長（ 田国広君） 石井君。

○９番（石井福光君） 私は姻戚関係については何も申しておりません。同僚の横嶋議員が質

問したわけで、どこが適任であって推薦したかということを質問しただけであって、誤解し

ないでください。

以上、終わります。

○議長（ 田国広君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。
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よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

まず、原案に反対者の発言を許可いたします。

○１２番（横嶋隆二君） 今提案された人物と町長との関係、これは地方税法上、問題はない

と言われましたけれども、やはり固定資産評価の問題で、課税主体が自治体、税務課でやる

と。それに対する不服審査で、そういう町と関係ある者がなるというのはふさわしくないと

いうふうに思います。やはり極めて客観的第三者を選任して提案するのが筋だと思いますし、

そういう点からこの件に関しては反対をしたいと思います。

○議長（ 田国広君） ほかに討論はありませんか。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） ほかに討論する者がありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第５９号議案に同意することに賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 賛成多数です。

よって、議第５９号議案は同意することに決定いたしました。

◎議第６０号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６０号 南伊豆町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例制定についてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６０号の提案理由を申し上げます。

人事院は、本年８月８日に国会及び内閣に対し、国家公務員の一般職の職員の給与につい

て、制度創設以来、初の基本給の引き下げ、期末手当の引き下げや特例一時金の廃止等を内

容とする勧告を行いました。
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内閣はこれを受けて給与改正法案を第 １５５回国会に提出し、１１月１５日、参議院本会議で可

決成立し、１１月２２日公布されました。

本町におきましても、県下町村の状況や郡総務課長連絡会の検討結果を踏まえつつ、一般

職の職員の給与を国家公務員に準じ改正させていただきたく提案申し上げた次第です。

条例改正の内容につきましては総務課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお

願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） それでは、内容説明をさせていただきます。

今回の人事院勧告の主な内容は、昭和２３年、人事院制度が創設されて以来、初めての基本

給の給料表の引き下げ、また期末手当の引き下げ及び支給月を年２回にして再配分するとい

うこと、また１３年度に創設されました特例一時金 ３，７５６円の廃止等の改定を１５年１月１日あ

るいは４月１日より施行しようとするものであります。

初めに、改正条例第１条関係ですが、扶養手当の配偶者手当を ２，０００円引き下げ、１万

４，０００ 円に。また、３人目以降の子供に係る扶養手当を ２，０００円引き上げ、 ５，０００円とした

ものです。

それから、３月期支給の期末手当を０．０５月引き下げ ０．５月に改め、年間総支給月を４．６５月

とするものです。期末手当につきましては４．６５月とするものです。

期末手当につきましては、 ３．５月が３．２５月となります。

また、本町には該当者がいませんが、再任用職員の期末手当を正規職員と同様に引き下げ、

１００ 分の３０を １００分の２５に改めることとしたいいうことです。

附則関係でございますが、４項から８項までについては特例一時金の支給の関係を廃止す

るものでございます。

それから、別表関係、給料表、次のページになりますが、給料表を次のように改めるもの

でありまして、これを我が町で当てはめてみますと、月例給が ２，５００円から ９，６００円の間で

の引き下げとなります。

以上、今申し上げた改定につきましては、１５年１月１日から施行したいものでございます。

次に、第２条ですが、期末手当の３月期を廃止し、年２回に再配分するもの。６月期を

１．４５月から１．５５月、１２月期を１．５５月から １．７月にし、以下は、基準日を年２回にしたことに

より、基準月数を６カ月にする所要の条文を変えるものでございます。全体で期末手当は

３．５ 月から３．２５月と薄い配分になります。
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次に、１５条３の第３項の関係ですが、これも先ほど申しました正規職員の期末手当に伴っ

て、再任用職員の規定も年２回に再配分する規定でございます。

１５条の６項第２項ですが、勤勉手当を６月期、１２月期とも ０．７月に改め、年間支給月を今

までの１．１５月から１．４５として勤勉手当を厚くする内容となっております。

３項２号は再任用職員の規定で、同様に改めるものとなります。

以上につきましては、１５年４月１日から施行するものでございます。

附則につきましては、附則１項は施行期日の関係でございます。

２項、３項につきましては、給料表等の切り換えにより不均衡が生じた場合の調整規定と

なっております。

４項につきましては、給料月額、期末手当、扶養手当の引き下げ改定によりまして、国に

準じて調整を行うものであります。官民給与格差、給与水準を均衡を図ることが情勢適用の

原則に合致するものといたしまして、平成１４年４月より１２月までの給料、扶養手当、そして

付随する時間外手当、管理職手当、期末手当の引き下げ分を減額調整し、３月期の期末手当

により差し引き支給するような調整をとるものでございます。

それから、５項につきましては、平成１５年６月期に支給する期末手当の経過措置でありま

して、３月期支給より３カ月しかたっていません。条例改正では６カ月というように変えま

したもんですから、６カ月を３カ月と読みかえる規定でございます。

６項につきましては本町には該当ございません。

７項、８項につきましては、本条例の一部改正に伴いまして、関連する南伊豆町育児休業

に関する条例の期末手当条項を同様な考え方で改定、また附則６項と同様に、６カ月を３カ

月と読みかえる規定でございます。

以上で内容説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑はありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。
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これより討論に入ります。

まず、原案に対する反対者の発言を許可いたします。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 次に、原案に賛成者の発言を許可いたします。

横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） この提案、人事院勧告そのものに対しては、気持ちとしては反対の

気持ちもあるんですが、今の住民の生活自体に即して、経済の落ち込みの中で、夏、冬の一

時金はもちろん民間出ないところが多いんですが、それどころか、通常の給料も格段に引き

下がっていると。私が一言意見言いたいのは、住民のそうした実態に本当に気持ちを寄せる

ということが１つであります。

同時に、根本的に日本経済がこのような落ち込みになっている背景には、今の政府、そし

て与党のアメリカの外圧による公共事業の上積み、小渕内閣から見ても、 ２００兆円もの公共

事業の上積み。それで、今日では不良債権の早期処理ということで不況が一層深刻になって

いる。こういうことに抜本的に手をつけない限り、幾らこういうことをやっても事態は改善

をしないという意見を強く述べて、そうした政治をやめていくことを目指して、今回はやむ

なく賛成をして、住民と連帯していくべきだと。その意味で賛成の討論とさせていただきま

す。

以上です。

○議長（ 田国広君） ほかに討論はありませんか。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） ほかに討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６０号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６０号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６１号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６１号 南伊豆町特別職の常勤の者の給料等に関する条例の一部を

改正する条例制定についてを議題といたします。
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朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６１号の提案理由を申し上げます。

前号議案と同様に、人事院勧告に基づき、特別職の常勤の者の期末手当を、一般職の職員

と同様に条例整備をする必要が生じましたので、提案申し上げた次第です。

よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

まず、原案に反対者の発言を許可いたします。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 次に、原案に賛成者の発言を許可いたします。

横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） この提案も前号と同様、自治体の中には特別職の給与を３０％減で住

民に本当に奉仕する立場を明確にしているところもあります。そうした点で当然であります

し、その点で賛成の意見とさせていただきます。

○議長（ 田国広君） ほかに討論はありませんか。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） ほかに討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。
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議第６１号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６１号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６２号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６２号 南伊豆町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部を改正する条例制定についてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６２号の提案理由を申し上げます。

人事院勧告に伴い、一般職員の給与に関する条例の一部改正と同様に、期末手当の改定及

び特例一時金廃止に関する条例整備の必要が生じましたので、提案申し上げた次第でござい

ます。

よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

梅本君。

○４番（梅本和 君） 簡単なことなんですけれども、企業職員というのはどのような人なの

か。そして、企業というのは、公営企業はどのようなものなんでしょうか。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） ここで言っております企業は水道課職員が該当いたしますが、条

例上は勤勉手当あるいは期末手当につきまして、企業の経営状況によって支給するよという

ことになっております。そういった関係上、条文は少なく、一般職と同じ支給になっており

ます。位置づけは、給料の方は一般職となっておりますが、企業職員ということです。

○議長（ 田国広君） 梅本君。
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○４番（梅本和 君） 湊の一部事務組合へ派遣している職員とかは企業職員ではないんです

かね。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） 湊病院につきましては一部事務組合ですので、あれは町の一般職、

南伊豆町が管理者になっておりますもんですから、南伊豆町の一般職の給料と同様な扱いで

やっておられると思います。

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６２号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６２号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６３号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６３号 南伊豆町議会の議員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例制定についてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６３号議案の提案理由を申し上げます。
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人事院勧告による国家公務員の給与改正法が１１月１５日に可決成立したことに伴い、本町一

般職の職員の給与を国家公務員に準じて改正したことにより、議員の期末手当についても、

一般職の職員と同様に支給月数等の条例整備の必要が生じましたので、改正をさせていただ

きたく提案申し上げた次第でございます。

内容につきましては総務課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお願い申し上

げます。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） 内容につきましては先程の条例と同様でございますが、１条関係

は、３月期の期末手当を ３．５から３．５５月に１５年１月１日より改正したいものでございます。

２条関係につきましては、３月期の期末手当を廃止し、年２回再配分し、合わせて３．４５月

にしたいもので、６月期を１．６５、１２月期を １．８にしたいもので、あとは所要の改正でござい

ます。

どうかよろしくお願いします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

まず、原案に反対者の発言を許可いたします。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 次に、原案に賛成者の発言を許可いたします。

横嶋君。

○１２番（横嶋隆二君） 議案第６０号の討論で申し上げた同じ理由で、住民の生活実態に連帯

をして、賛成の意見とさせていただきます。

○議長（ 田国広君） ほかに討論はありませんか。

〔発言する人なし〕
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○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６３号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６３号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６４号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６４号 南伊豆町国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定に

ついてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６４号の提案理由を申し上げます。

本案は、健康保険法等の一部を改正する法律案が平成１４年３月２７日に参議院本会議で可決

成立し、３月３１日に法律第１７号として公布されました。

平成１５年１月１日から同法が施行されるのに伴い、南伊豆町国民健康保険税条例の一部を

改正するものであります。

条例改正の詳しい内容につきましては、税務課長より説明されます。

よろしくご審議のほどお願いいたします。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） それでは説明させていただきます。

今町長が申し上げましたように、実はこの法律につきましては平成１４年３月３１日に公布さ

れ、つまり９カ月前にもう既に公布されて、古い法律と言うんですかね、そういうことにな

るんでしょうけれども、私、その後、税務課に来たときに、いわゆる過誤分の税務課長会議

の中で審議の結果、この後説明させていただきますけれども、１５年１月１日から適用される

ということでございまして、前回の９月定例会でも国民健康保険税の大きな改正があったん
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ですけれども、その条項等の関係でその後情勢が変わってきまして、今回の１２月のご提案と

なった次第です。

それでは説明させていただきます。朗読しながら説明させていただきますものですから、

お手元の資料をごらんください。

国民健康保険税条例の一部を改正する条例の概要説明。

健康保険法等の一部を改正する法律（平成１４年法律第１７号）が平成１４年３月３１日に公布さ

れ、平成１５年１月１日から施行されることに伴い、国民健康保険税条例の一部を改正する必

要が生じました。

今回の改正は、平成１５年１月からの申告分離課税 これは住民税の申告分離課税ですけ

れども への一本化に当たり、一般の個人投資家の申告事務負担軽減に配慮する観点から、

特定口座を有する者に係る個人住民税の申告不要の特例が創設され、平成１６年度分以後の国

民健康保険税から適用されるものです。

第１４条関係といたしまして、１月１日現在において、一定の特定口座を有する所得割の納

税義務者が次のいずれかに該当する場合には、住民税の申告書を提出することを要しないこ

ととする。

①といたしまして、前年中に特定口座内、上場株式等の譲渡に係る所得以外の所得を有し

なかった者。

②といたしまして、給与支払報告書を提出する義務のある者から、１月１日現在において

給与の支払いを受けている者で、前年中において特定口座内、上場株式等の譲渡に係る所得

及び給与所得以外の所得を有しなかった者。

③といたしまして、公的年金等支払報告書を提出する義務のある者から、１月１日現在に

おいて公的年金等の支払いを受けている者で、前年中において特定口座内、上場株式等の譲

渡に係る所得及び給与所得以外の所得を有しなかった者。

附則の第６項関係といたしまして、個人住民税における株式譲渡益に係る申告分離課税の

一本化にあわせて、上場株式等に係る譲渡損失の繰り越し控除制度が創設され、損失が生じ

た年の翌年以降３年間繰り越し控除ができる、こういうことでございます。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

梅本和 君。

○４番（梅本和 君） 税務課長に聞きたいんですけれども、一定の特定口座というのはどう

－７５－



いうものですか。

○議長（ 田国広君） 税務課長。

○税務課長（外岡茂徳君） ここに書いてあります一定の特定口座というのは、いわゆる個人

投資家の方がおられると思うんですけれども、その方がいわゆる特定口座を……、今、各証

券会社から恐らく通知が来ていると思うんですけれども、その一定の特定口座を設けること

によって、本年１２月３１日までということで当初は来ていたみたいなんですけれども、それが

措置法の特例でたしか来年の１２月まで延ばすというふうなことで伺っておりますけれども。

その一定の特定口座を各証券会社に持つという、そういうふうなことでございます。

○議長（ 田国広君） ほかに質疑ありませんか。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６４号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６４号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６５号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６５号 伊豆つくし学園組合規約の一部を変更する規約についてを

議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕
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○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６５号の提案理由を申し上げます。

平成１５年４月１日から現在の措置制度から支援費という国の制度改革に伴い、現在の短期

入所事業が第２種社会福祉事業に位置づけられ、居宅支援費となるため、児童福祉法第６条

の２第９項の規定による児童短期入所事業及び知的障害者福祉法第４条第９項の規定による

知的障害者短期入所事業を組合の共同処理する事務に組み入れることが必要となったための

変更であります。

詳しい内容につきましては健康福祉課長から説明させますので、よろしくご審議のほどお

願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 健康福祉課長。

○健康福祉課長（土屋 敬君） つくし学園一部事務組合の規約変更でありますが、お手元に

規約の新旧対照表がお渡ししてあるかと思いますが、来年４月１日から障害者関係の今後は

支援費という制度で、今の提案理由のようになります。

その関係で、つくし学園の入所時につきましては、１月１日以降も措置ということですけ

れども、ショートステイ、俗に言う短期入所につきましては支援費ということになりますの

で、今までは第３条で組合の共同処理する事務の中に児童福祉法第４２条の規定による知的障

害児施設に関する事務、これが入所であります。

それから、支援費ということになりますので、改正後につきましては、児童福祉法第６条

が変わります。もう既に平成１２年に法改定になっておるんですけれども、９項に、「児童短

期入所事業とは」ということで、児童短期入所にかかる人たちに対してはそういう事業をす

るよというように条文が変わってきました。また、次の知的障害者福祉法の関係も同じであ

ります。

そういうことから、つくし学園では短期入所児・者、両方のそういう事業をやっておりま

すので、これとつけ加えないとその事業はできないということから変更するものであります。

以上です。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕
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○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６５号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６５号議案は原案のとおり可決されました。

◎発議第８号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 発議第８号 南伊豆町議会議員定数条例制定についてを議題といたし

ます。

本案は藤田喜代治君が提出議員で、所定の賛成議員もいます。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

藤田喜代治君。

〔５番 藤田喜代治君登壇〕

○５番（藤田喜代治君） それでは、発議第８号 南伊豆町議会の議員の定数を定める条例案

の提案理由を申し上げます。

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成１１年法律第８７号）によ

り地方自治法第９１条が改正され、町村の議会の議員定数は人口に比例して法定化されている

法定定数制度でありましたが、これを各市町村の条例で自主的に決定する条例定数制度に改

められ、平成１５年１月１日から施行されることになったところであります。
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改正された法第９１条では、市町村議会の議員の定数を、人口１万以上２万未満の町村の場

合は、２２人を超えない範囲で条例を定めなければならないと規定されました。

現在、本町における議員定数は、９号に基づき、南伊豆町議会議員の定数を減少する条例

を設け、１５人と規定しているところであります。新法に基づき条例定数を定めるに当たって

は、国勢調査における人口の推移等を考慮し、また、町議会、全員協議会において審議した

結果を踏まえ、定数１５人とすることを提案するものであります。

なお、本条例は平成１５年１月１日から施行するものとし、既存の南伊豆町議会議員の定数

を減少する条例は廃止するものであります。

以上であります。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

発議第８号は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、発議第８号は原案のとおり可決されました。

◎議第６６号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６６号 南伊豆町法定外道路管理条例制定についてを議題といたし

ます。

朗読を求めます。

－７９－



事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６６号の提案理由を申し上げます。

平成１２年４月１日に地方分権一括法が施行され、現に機能を有し、公共の用に供されてい

る里道及び水路が法廷外公共物として国から市町村に譲与されることになりました。

南伊豆町では平成１３年度から調査業務を開始し、平成１５年４月１日から、竹麻、南中及び

三浜地区に存在する法定外公共物が贈与されることになり、贈与された法定外公共物のうち、

里道を法定外道路として管理するため本条例案を提案させていただくもので、なお、南崎、

南上及び三坂地区の法定外公共物の贈与は平成１６年４月１日を予定しております。

内容につきましては建設課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお願い申し上

げます。

○議長（ 田国広君） 建設課長。

○建設課長（山本正久君） 内容説明をさせていただきます。

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律、通称、地方分権一括法が平

成１２年４月１日に施行され、国県道、２級河川区域、漁港区域及び砂防区域といった法適用

区域を除いた区域で、現に機能を有し、公共の用に供されている里道及び水路が法定外公共

物として平成１７年度を期限に国から市町村に譲与、いわゆる無償譲渡されることなりました。

当町では平成１３年度から調査業務を開始し、平成１４年１０月１５日に財務省に譲与申請をしま

したので、竹麻、南中及び三浜地区に存在する法定外公共物が平成１５年４月１日から町に譲

与されることになります。

譲与された法定外公共物のうち水路につきましては、従前どおり、市町の普通河川条例に

よりまして管理をしていきますが、里道は新たに法定外道路として管理していかなければな

らないため、管理条例が必要となってまいります。

以上で説明を終わります。よろしくお願いします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕
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○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６６号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６６号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６７号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６７号 南伊豆町道路線の変更についてを議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６７号の提案理由を申し上げます。

平成９年度から青野大師ダム事業の工事用道路として静岡県が進めてきました鈴野川右岸

のつけかえ林道がこのたび完成し、町に移管される運びとなりました。

つきましては、廃止された林道を町道として管理するため、町道鈴野Ｃ線の終点をつけか

え林道まで ６５０メートル延長したいと存じますので、道路法第１０条第２項の規定により議会

の議決を求めるものです。

内容につきましては建設課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお願い申し上

げます。
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○議長（ 田国広君） 建設課長。

○建設課長（山本正久君） 内容説明させていただきます。

ただいまの町長が申し上げましたとおり、青野大師ダム事業の工事用道路として静岡県が

進めてまいりました、幅員４メートル、延長 １，７５２メートルの鈴野川右岸側のつけかえ林道

が完成し、１２月４日、町に移管されました。これは林道として農林水産課が管理することに

なりました。

この道路が移管されたことに伴いまして廃止されたもとの林道はまだ利用する方々もいる

と予測され、住家もあることから町道として管理するため、これからの工事予定箇所も含め、

添付されている位置図のとおり、町道鈴野Ｃ線の終点をつけかえ林道まで ６５０メートル延長

したいものです。

このことによりまして、町道鈴野Ｃ線の総延長は １７０．９メートルから ８２０．９メートルにな

ります。

なお、供用開始区間はもとの林道の一部とし、つけかえ林道までのすりつけ部分につきま

しては、１６年度に工事が完了してから供用開始を予定しております。

以上です。よろしくお願いします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６７号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。
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よって、議第６７号議案は原案のとおり可決されました。

ここで、１０時３５分まで休憩したいと思います。

（午前１０時２５分）

○議長（ 田国広君） 休憩を閉じ、再開いたします。

（午前１０時３５分）

◎議第６８号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６８号 平成１４年度南伊豆町一般会計補正予算（第４号）を議題と

いたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６８号の提案理由を申し上げます。

本案は、補正予算額 ４，４７９万 ６，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

５４億 ７，０８８万 ２，０００円といたすものです。

今回の補正は、行政執行上で更生する必要が生じたもの、または新たな行政課題が生じた

ものについて計上いたしました。

補正の主なものは、第２款総務費の財産購入費 １，２００万円ですが、この土地は湊地内の第

一生命寮跡地です。青野川左岸の河川管理道で、下賀茂温泉から弓ヶ浜海岸まで唯一途切れ

ており、観光等の計画で必要となっていた箇所です。このたび所有者が変わり分譲計画中で、

所有者や下田土木事務所と交渉を重ねた結果、安い単価での見込みがつきましたので、この

機会を逸しないよう、本町が取得いたしたく計上させていただきました。

なお、下田土木事務所については、この箇所の管理道整備や河川敷等の交換を改めて要望

しております。

内容につきましては総務課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお願い申し上

げます。
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○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） それでは、補正予算の内容につきまして説明させていただきます。

１７ページをお願いいたします。

歳出、議会費でございます。議会事務２５万円の補正増でございます。

次のページをお開きください。

２款総務費でございます。総務管理費の会計管理事務ですが、３万 ４，０００円を追加させて

いただきたいものでございます。

財産管理事務 １，２００万円の補正増でございますが、これは、町長が先ほど申し上げました

とおり、青野川左岸の旧第一生命用地 ４０４平米でございます。これを坪に直しますと １２２．１

坪で、平米単価が２万 ９，７０３円、坪単価９万 ８，１９１円で購入したいものでございます。

庁舎管理事務でございますが、４７万 ５，０００円の補正増でございまして、内容につきまして

は、消防法に基づく消化器等、それからブラインドの修繕等を計上してございます。

それから、地域づくり推進事業、これは財源区分の変更でございます。

賦課徴収事務１９万 ８，０００円の補正増でございまして、内容については、課税台帳バインダ

ーと大型コピー分の使用料等でございます。

３款民生費、社会福祉総務事務でございますが、これは２８万円の補正増で、普通旅費、そ

れから障害者支援制度のパンフレット、受給者証等の消耗品印刷費でございます。

社会福祉事業につきましては ８０４万 ９，０００円の補正増でございまして、役務費が９万円、

それから委託料５７万円 １，０００円。これにつきましては、在宅身体障害者（児）短期保護委託

料でございます。

それから、負担金補助及び交付金でございますが、負担金、民生児童委員協議会活動費負

担金が決定に伴いますものと、それから障害者計画を賀茂郡で策定いたします負担金が２６万

５，０００ 円となっております。

それから、扶助費につきましては ７０６万ですが、これは十字の園への２人の入所が決定い

たしました関係上、計上させていただきました。

保険基盤安定繰出金でございますが、 ２８７万 ８，０００円で、これにつきましては、低所得者

層が多いことへの軽減している分の国からの繰出金、一般会計で繰り入れて、国・県を４分

３繰り入れまして、町の方で４分の１負担し、国保会計の方へ繰り出すものでございます。

老人福祉事業でございますが、これは敬老金。報償費、委託料につきましては、敬老会の

対象受給者の減でございます。
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償還金利子及び割引料につきましては ３８８万 ９，０００円で、１３年度の在宅福祉事業のもらい

過ぎ分の返還金でございます。

国民健康保険特別会計繰出金につきましては １００万円ですが、国保の出産費、これからの

出産者を５人増と見込みまして １５０万円、その３分の２を一般会計の方で負担し、繰り出す

ことの金額でございます。

次のページをお願いします。

児童福祉総務事務につきましては、委託料で３１万 ５，０００円。保育所管理システム開発委託

料、これは郵便局への口座振り替え制度を開発したいものでございます。

それから、負担金補助及び交付金、これは町社会福祉協議会児童福祉事業の補助金でござ

います。

差田保育所運営事務 １１１万 ７，０００円を補正増したいものでございまして、施設修繕料とな

っております。これは遊具点検の結果の修理費用でございます。工事請負費は保育所改修工

事で、玄関のかぎがかからない、老朽化等の関係の補修でございます。

それから、手石保育所運営事務につきましては事業費３０万ですが、消耗品や施設修繕料で

ございます。備品購入は施設備品で、保温器、ロッカー等でございます。

南崎保育所運営事務でございますが、１８万 ６，０００円の需用費を補正増したいものでござい

ます。

南上保育所運営事務につきましては４９万円でございますが、保育室が１室で１つの保育室

しかないため、これを間仕切りして改修したいものでございます。

子育て支援事務でございますが、これは児童手当交付金の過年度分を返還するものでござ

います。

介護保険特別会計繰出金でございますが、内容的には介護認定事務を、これは主治医の意

見書の作成でございますが、その分が年間 ６５０件ぐらいあるそうですが、国が最終的には２

分の１、３月清算するんですが、３４万円を認定のために繰り出したいものでございます。

４款衛生費でございます。伝染病予防事務 １００万円の補正増でございます。インフルエン

ザ予防接種委託料でございまして、６５歳以上を対象といたしまして、１人 １，０００円で委託し

たいものでございます。 １，５００人掛ける １００人引く５０万ということで １００万円でございます。

母子衛生事業につきましては、６万 １，０００円の補正増でございます。

老人保健ヘルス事業につきましては、１ 万円の補正増でございます。

老人保健特別会計繰出金につきましては２７万 ７，０００円の補正増でございますが、１０月より
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老人保健が高額医療事業を開始いたします。標準的には最高で４万 ２００円以上が高額医療に

なりますもんですから、それの ５５１万 １，０００円を見込みまして、町負担分の５％、２７万

７，０００ 円を見込みました。

それから、焼却施設維持事業でございますが、 １３６万 ５，０００円、大気汚染等検査委託料。

これは労働安全衛生法に基づきまして、作業環境を検査委託するものでございます。

南伊豆衛生プラント組合負担金につきましては ３６０万の補正増ですが、プラント建設で進

入路を買収することになっておりますが、起債のきかなった部分を町が負担するものでござ

いまして、その負担割合は、南伊豆町が３分の１、下田市が３分の２となっており、結果と

して ３６０万円の負担金を補正増したいものであります。

６款商工費でございます。弓ケ浜温泉公衆浴場管理事務でございますが、水質検査委託料

６万 ３，０００円ですが、これはレジオネラ菌の対策のものでございます。

銀の湯会館運営事業でございますが、修繕料 １５３万円につきましては、ろ材交換とか給湯

タンクの修理でございます。

水質検査委託料４２万円につきましてはレジオネラ菌の対策でございまして、内湯、外湯合

わせて４カ所の検査委託でございます。

次に８款消防費でございますが、消防施設整備事業につきましては工事請負費で ３３５万円

ですが、消火栓の新設・移設及び附帯装備機材等設置工事となっておりますが、これは消火

栓の地下式になっているものを地上式に変えたいものでございます。９件の分でございます。

次に、９款教育費でございます。教育委員会事務が５万 ２，０００円の増、事務局事務につき

ましては３０万 ４，０００円の補正増。中身といたしましては、旅費が１２万 ８，０００円、あとは車の

車検代でございます。

英語教育事業につきましては、外人講師の航空運賃が安くなったということで３５万円の減

でございます。

小学校管理事務６０万 ９，０００円の補正増でございまして、保健所の指導によりまして、竹麻

小学校の給食室配膳棚改修工事でございます。

竹麻小学校管理事務は１２万円の減でございます。

南崎小学校管理事務は３０万円の補正増で、給食用の冷蔵庫を購入したいものでございます。

南中小学校管理事務につきましては、１３万円の減でございます。

中学校管理事務については、１３万 ７，０００円の増でございます。

南伊豆中学校管理事務につきましては、１８万 ８，０００円の補正増でございます。
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次のページをお願いします。

南伊豆幼稚園事務につきましては、４万 ６，０００円の補正増でございます。

公民館管理運営事務につきましては４４万 ６，０００円の補正増でありまして、施設修繕料は消

防法に基づく誘導灯の施設修繕料でございます。

備品購入につきましては、講義用ビデオ１５万円を購入したいものでございます。

文化財管理事務につきましては、５万円の補正増でございます。

図書館管理運営事務につきましても、５万 ２，０００円の補正増でございます。

次に、９ページの歳入をごらんください。

９款地方交付税を ２，７８４万 ５，０００補正増するものでありまして、普通交付税が１８億 １，００３

万 １，０００円決定いたしております。予算化してあるのは１７万 ７，９６４円でございまして、今回

のを合わせまして、普通交付税の残が ３，０３９万 １，０００円となっております。

続きまして１０ページ、１１款分担金及び負担金、民生費負担金、身体障害者施設入所者徴収

金。入所者が７人から９人にふえた関係で、これは所得により徴収いたしますが、２人の分

を、この２人の方は十字の園へ入所しますが、２人の方の徴収金となります。

１２款使用料及び手数料、商工使用料につきましては １９５万円。銀の湯会館使用料でござい

ます。

１３款国庫支出金、民生費国庫負担金でございますが、 ４５６万円の補正増。国保会計保険基

盤安定負担金 １４３万 ９，０００円。これは国の方が２分の１負担します関係上、入ってくるお金

でございます。

身体障害者保護費負担金。これも２分の１の国からの負担金でございます。これも十字の

園に入る分でございます。

民生費国庫補助金、在宅身体障害者（者）短期保護事業費補助金。これは短期施設の入所

の関係でございまして、２８万 ５，０００円を補正増するものでございます。

１４款県支出金、民生費県負担金。国保会計あるいは身体障害者保護負担金、民生委員活動

手当負担金の決定によりまして、国保と同じような形で、４分の１県が負担します。歳入

２３４ 万 ３，０００円を計上いたしました。

総務費県補助金につきましては、市町村自主運行バス事業費補助金で、県の補助金が２分

の１出ますが、収入の更正減であります。

民生費県補助金１４万 ２，０００円でございますが、在宅身体障害者（児）短期保護事業費補助

金４分の１分でございます。
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１９款諸収入でございます。過年度収入 １０５万 ４，０００円。伊豆つくし学園組合負担金の１３年

度負担金清算による戻しでございます。

２０款町債、減税補てん債３０万円の減、臨時財政対策債 ９９０万円の減で、これは決定により

ますもので、両方とも基準財政需要額算入比が １００％のものでございます。

８ページをお開きください。

今回の補正が、 ４，４７９万 ６，０００円増いたしまして５４億 ７，０８８万 ２，０００円といたしまして、

補正額の財源内訳でございますが、国県支出金が ３５２万 ９，０００円、それから使用料分担金の

その他が ２７６万 ８，０００円、地方交付税町債等の一般財源が ３，８４９万 ９，０００円としたいもので

ございます。

以上で内容説明を終わります。よろしくお願いします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

渡辺嘉郎君。

○８番（渡辺嘉郎君） １点ちょっとお伺いをしたいなと思いますけれども、消防費の２７ペー

ジなんですけれども、消火栓の新設・移設。これはこれでいいですけれども、私の聞きたい

のはこれじゃなくて、ついでだからちょっと聞きたいんですけれども、どこの部落にも火の

見やぐらついていると思いますけれども、それが古いこともあって、木でできているものが

随分腐っているところもあるわけなんです。そういったものの修繕料、今度新たに鉄にする

とか、あるいは別のポールにするとかっていう費用は全額行政の方で見ていただけるのか、

それとも区でもってやっていくのか。その辺をちょっとお聞きしたいなと思います。

それとつけ加えて、ホースの増設だとか、あるいは買いかえだとかというもの、消防の中

の備品、それは一切町で見てくれるのか、それとも区が負担をしていくのか。その辺ちょっ

とわからないところがあるので、聞いておきたいなと思います。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） お答えします。

消防の関係の詰め所等、この辺の建設につきましては町の方で、地元負担はご迷惑かけな

いよと。ただし、建築確認だとか、そういった附帯するものについては地元で負担してもら

うことにしております。

火の見やぐらにつきましても、これも消防の関係になりますものですから、その考え方で

よろしいんではないかと思っております。
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それと、ホース等につきましては、町の方で支度しております。

○８番（渡辺嘉郎君） 火の見やぐらの修繕なんかも町の方で出してもらえるということです

か。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） それも予算の絡みは当然出てくるわけなんですが、予算の範囲内

での支出になりますものですから、そういったことでございます。

○８番（渡辺嘉郎君） 何百万も何十万もかかるわけじゃないもんですから、そういったこと

で……。取るにしても、皆さんの財産を守るというのが目的なもんですから、ぜひそういう

形のもので負担をして、行政の方で見るというふうな形をとっていただきたいなというふう

に思います。

○議長（ 田国広君） 梅本和 君。

○４番（梅本和 君） １３ページの総務費県補助金、これで ３８０万 １，０００円、自主運行バス事

業費に照らされたわけですけれども、歳出の方で一般財源の方から ３０８万 １，０００円入れてて、

地域づくり推進事業費は全然減ってないわけですね。そうすると、県が２分の１、地域づく

り推進事業費総額が東海の方へ行っているんですか。そうであると、ちょっと数字的にはお

かしいなということになるんですけれども。

○議長（ 田国広君） 企画調整課長。

○企画調整課長（谷 正君） お答えいたします。

自主運行バスにつきましては、町が事業者に運行をお願いして、その経費についてお支払

いをしているんですが、補助金につきましては県単独補助で、その経費の２分の１を翌年、

県の方からいただくという形でやっていたんですが、まことに申しわけなかったんですが、

１４年度は本来でしたら１３年経費の２分の１というのを当初予算で計上するのが本当だったん

ですが、１４年度、私の方でちょっとあれしまして、１４年度の経費の２分の１をそのまま収入

として計上したもんですから、今回その更正をお願いしたいという形で、収入の方を減額さ

せていただくというような形でご提案をさせていただいたということになります。

○議長（ 田国広君） 梅本君。

○４番（梅本和 君） ということは、来年度は ８，９９２万 ７，０００円に対する２分の１がという

ことですか。これ地域づくり推進事業として。これ全額じゃないという意味ですか。

○企画調整課長（谷 正君） バスの関係ですと、本年度 ７，２７１万 ３，０００円、これが運行分

と保有者分という形になるもんですから、現在時点の単純計算ですが、これの２分の１とい
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う現時点での考えで、これが来年度いわゆる歳入としてという考えで。

○４番（梅本和 君） ２分の１が ３，６００万ということ。

○企画調整課長（谷 正君） そうですね、約 ３，６００。

○４番（梅本和 君） そうしますと、 ７，２００万という自主運行事業にあるわけですけれども、

地域づくり推進事業に出している予算、この差額は何ですか。この部分の。

○議長（ 田国広君） 企画課長。

○企画調整課長（谷 正君） この差額につきましては、本年度現在、計画書を策定中なん

ですが、県の地域づくりの方で ２００万円を限度に厚生省跡地の計画書を現在策定しています。

それによる県費補助の ２００万をこの中に入れてあるものですから、そういうものも入るとい

うことになります。

○議長（ 田国広君） 梅本君。

○４番（梅本和 君） 今言われた厚生省の事業に今度質疑が移るんですけれども、厚生省の

いわゆる買い取りに対する事業計画か何かを今策定しておるということですか。この予算の

中で。

○議長（ 田国広君） 企画調整課長。

○企画調整課長（谷 正君） 買い取りとか何かということではなくて、あそこのいわゆる

跡地利用を計画という形で、計画書をつくった方がいいよというような財務省の沼津出張所

の方からちょっとアドバイスをいただいたものですから、そういう形の中でやっているとい

うことです。

○議長（ 田国広君） 梅本君。

○４番（梅本和 君） それは大体いつごろ。本年度末までには計画はでき上がるということ

ですか。

○議長（ 田国広君） 企画調整課長。

○企画調整課長（谷 正君） いわゆる地域づくり推進の中でやっているもんですから、一

応、単年度事業という形で、本年度末という形になると思います。

○４番（梅本和 君） わかりました。

○議長（ 田国広君） 総務課長。

○総務課長（小島徳三君） 済みません、渡辺議員の質問に対しまして、昨年から蔵置場等の

町負担額と言っていましたが、本年度からでございます。訂正させていただきます。

〔「本年度から負担していくということですね」と言う人あり〕
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○総務課長（小島徳三君） はい。

○議長（ 田国広君） ほかに質疑ありませんか。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６８号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６８号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第６９号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第６９号 平成１４年度南伊豆町国民健康保険特別会計補正予算（第２

号）を議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第６９号の提案理由を申し上げます。

本案は、平成１４年７月に健康保険法の一部改正に伴い、高額療養費システム保守、さらに

出産育児一時金の見直し、老人保健事務費拠出金の確定並びに国保前期老人の増加が予測さ

れることを見込み、資金積立金を増資することにより国保会計の健全安定化を図ることを踏
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まえ、歳入では一般会計繰入金の増額、歳出では総務費、保険給付費、基金積立金の増額と

老人保険拠出金の減額は主な内容であり、歳入歳出予算の総額にそれぞれ ３８７万 ８，０００円を

増額し、歳入歳出それぞれ１２億 １，０５４万 ７，０００円とするものです。

なお、詳細につきましては住民課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお願い

いたします。

○議長（ 田国広君） 住民課長。

○住民課長（内山力男君） それでは、国民健康保険特別会計補正予算（第２号）の内容につ

いて説明いたします。

歳出から説明させていただきますので、８ページをお開き願います。

８ページの１款総務費、１項１目の一般管理費の中の４６万 ６，０００円でございます。節で１３

節委託料、高額療養費システム等の保守委託料が１８万 ９，０００円、備品購入費が２７万 ７，０００円

でございますが、高額療養費システム、先ほど町長の説明の中にもございましたが、この７

月に健康保険法が変わりまして、１０月からその実施に移されました。負担割合等が変わって

きたおかげで高額療養費の人も変わってきたということでございます。

さらには、備品購入費の２７万 ７，０００円ですが、以前、国庫補助 １００％で買ったパソコンで

すが、老朽化してきたということで、これを新規に購入させていただきたいということでご

ざいます。

それから、次のページの保険給付費でございますか、出産育児事務費でございますが、

１５０ 万円の補正増でございますが、実は推計をしながら出産費を見込んでおったわけですが、

当初 ６００万、２０人ということでしたが、再度調査してきますと、あと５人、来年の３月、出

生予定でございます。そういう中、 １５０万追加させていただきました。あと５人分でござい

ます。

次に、１０ページになりますけれども、老人保健の事務費拠出金。これも健康保険法等に絡

んでまいるわけでございますが、今、精算によりますと、２４万 ４，０００円の減額ということが

判明してまいりましたもんで、２４万 ４，０００円減額するということでございます。

それから次のページ、基金の積立金でございますが、 ２１５万 ６，０００円補正増をさせていた

だきたいということでございます。

それでは、７ページへ戻っていただきたいと思います。

歳入でございます。その中の８款で繰入金。一般会計からの繰入金ということでございま

すが、 ３８７万 ８，０００円のうち、保険基盤安定繰入金 ２８７万 ８，０００円並びに、３節になります
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けれども、 １００万円、出産育児一時金の繰入金でございます。

さらに、前のページ、６ページに歳出の財源内訳になるわけでございますけれども、補正

額でいきますと、 ３８７万 ８，０００円のうち、その財源内訳といたしまして、 ３８７万 ８，０００円の

一般財源でございます。

そうしますと、合計で１２億 １，０５４万 ７，０００円ということになります。

以上でございます。よろしくどうぞ。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第６９号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第６９号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第７０号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第７０号 平成１４年度南伊豆町老人保健特別会計補正予算（第２号）

を議題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。
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町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第７０号の提案理由を申し上げます。

本案は、平成１４年７月に健康保険法の一部改正に伴い、老人保健制度の負担区分判定並び

に高額医療費制度が新設されたことにより、歳入では支払基金交付金、国庫支出金、県支出

金、繰入金の増額と、歳出では現金給付分医療支給費の増額であります。

歳入歳出予算の総額にそれぞれ ５５１万 １，０００円増額し、歳入歳出それぞれ１４億 ５，５１３万

３，０００ 円とするものです。

なお、詳細につきましては住民課長より説明させますので、よろしくご審議のほどをお願

い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 住民課長。

○住民課長（内山力男君） それでは、老人保健特別会計（第２号）の内容について説明いた

します。

歳出から説明いたしますので、まず１１ページをお開きください。

１１ページ、歳出、１款医療諸費でございますけれども、その中の１項１目 ７，３００番、医療

給付事務でございますが、これは財源区分の変更でゼロからの……。

７，３１０番、 ５５１万 １，０００円。説明でいきますと、現金給付分医療支給費 ５５１万 １，０００円で

ございますが、実は先ほどの国保会計と同じように、健康保健法が改正されたという中、新

しく老人の方々にも２割、１割という老人保健受給者証が１０月１日に本人のところへ到達し

ております。その中、その金額によりますけれども、基本的に外来ですと２割の方は４万

２００ 円以上、１カ月につきかかったときの差額、あるいは１割の方は１万 ２，０００円とか、い

ろいろなパターンがございますけれども、そういうものを現金給付分医療支給費、単純に言

うと償還払いということになりますが、そのお金が必要になります。これでよいのかという

のは、ちょっと私たちも初めてのケースなもので、一応、推計したのがこのお金でございま

す。そういうことでよろしくお願いしたいということでございます。

７ページへちょっと戻っていただきたいわけですが、歳入におきまして、１項１目の医療

費交付金でございますが、 ３８５万 ７，０００円。これは全体の額の７０％に当たるんですが、社保

基金からいただくお金でございます。

さらに、次のページに国庫からもらうお金の内容ですけれども、 １１０万 ２，０００円。これは

国から２割もらうということでございます。
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次に、３款県支出金でございますが、２７万 ５，０００円。これは県の方から５％相当額をいた

だくことでございます。

さらに、次のページの１０ページに繰入金として２７万 ７，０００円。ちょっと端数的にはあれな

んですが、基本的には５％町が負担するということになっております。

そんな中、６ページをお願いしたいわけですが、財源内訳になるわけですが、 ５５１万

１，０００ 円のうち、国県支出金が １３７万 ７，０００円、その他が ３８５万 ７，０００円、一般財源が２７万

７，０００ 円、補正額の内容でございます。

合計で１４億 ５，５１３万 ３，０００円となりますが、ひとつよろしくお願いいたします。

以上です。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第７０号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第７０号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第７１号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第７１号 平成１４年度南伊豆町介護保険特別会計補正予算（第２号）

を議題といたします。

朗読を求めます。
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事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第７１号の提案理由を申し上げます。

本案件につきましては、歳入歳出予算総額に歳入歳出それぞれ ３９３万円を追加し、歳入歳

出予算の総額を６億 ９，９４８万 ５，０００円とするものでございます。

主な内容につきましては、歳出では、介護認定申請件数の伸びに伴い主治医意見書作成料

を３４万円、住宅改修費申請件数の伸びに伴い介護住宅改修負担金を ３０６万 ３，０００円、過年度

分第１号被保険者還付金５２万 ７，０００円をそれぞれ追加するものです。

歳入につきましては、現年度分保険料の調定見込みがほぼ確定いたしましたので、介護住

宅改修負担金及び過年度分第１号被保険者還付金に充当するため ３５９万円、主治医意見書作

成料に充当するため事務費繰入金を３４万円をそれぞれ追加するものです。

詳しい内容につきましては健康福祉課長より説明させますので、よろしくご審議のほどお

願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 健康福祉課長。

○健康福祉課長（土屋 敬君） それでは、内容についてご説明いたします。

９ページをお開きください。まず歳出から説明いたします。

総務費、３項２目認定調査事務３４万の補正増、 ４９６万とするものです。これにつきまして

は役務費の３４万円で、主治医意見書作成料であります。

今現在、月平均５０件ほどの主治医意見書作成があります。それが若干この先上回る可能性

もありますので、３４万円ほど追加させていただきたいと思います。

続きまして１０ページですが、保険給付費、１項６目居宅介護住宅改修費給付事務 ３０６万

３，０００ 円を補正増いたしまして、 ６５６万 ３，０００円とするものです。これにつきましては、要

介護認定を受けた方が手すりであるとかスロープであるとか住宅を改修する費用であります

が、１人２０万円が限度になっております。今現在、１０件ほどの申請がありますが、それから

先まだ見込みまして、総額２６件程度の申請を見込みまして、 ３０６万 ３，０００円を追加するもの

であります。

６款諸支出金２項３目第１号被保険者保険料還付金５２万 ７，０００円の増で６３万 １，０００円。第
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１号被保険者の保険料の還付金であります。これにつきましては、社会保険庁の方からの年

金支給に当たりまして、死亡された方の場合には年金を２カ月支給するものですから、その

分を社会保険庁へ戻すのか本人の方へ行くのかという事務関係がずっと介護保険制度がスタ

ートしてからできませんで、本年になってやっと社会保険庁の方からの処理がスムーズにな

ってきたということで、本年、急激にこの部分がふえまして、５２万 ７，０００円追加させていた

だくものであります。

続きまして、歳入を説明いたします。７ページをお開き願いたいと思います。

１款保険料１項１目第１号被保険者保険料 ３５９万円増いたしまして ９，５７７万 ４，０００円。現

年保険料分として ３５９万円であります。この中身が、特別徴収保険料を ７５９万 ５，０００円減額

いたしまして、普通徴収保険料を １，１１８万 ５，０００円の増であります。

この特別徴収は、１８万以上年金を受給している人につきましては社会保険庁の方から参る

わけですけれども、この普通徴収が当初は生活保護者、あるいはまた遺族年金等の人たちの

保険料というようなことでありましたけれども、それで見込みが５０万というか、非常に少な

い部分でありましたが、４月から６５歳に到達した人については、翌年１０月からの年金から徴

収すると。ですから、一番長い人で１年半、短い方は、３月になりますとその年の１０月から

特別徴収になるということで、非常にその期間が長いものですから、そういう方が非常にあ

りまして、 １，１１８万 ５，０００円の増ということになりました。トータルで ３５９万円の増額であ

ります。

８ページ、繰入金ですが、提案説明もありましたように、一般会計の繰入金を３４万円、事

務費等の繰入金に充当したいと思います。

６ページをお開き願います。

３９３万円補正増いたしまして、６億 ９，９４８万 ５，０００円とするものです。

財源内訳につきましては、一般財源が ３９３万円であります。

以上で説明を終わります。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

梅本君。

○４番（梅本和 君） １０ページの居宅介護住宅改修費負担金。これは１人と言いましたけれ

ども、１人なんですか、１件なんですか。

○健康福祉課長（土屋 敬君） １件が２０万円。１軒の家で２０万円。
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○議長（ 田国広君） ほかに質疑ありませんか。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。

採決いたします。

議第７１号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第７１号議案は原案のとおり可決されました。

◎議第７２号の上程、朗読、説明、質疑、討論、採決

○議長（ 田国広君） 議第７２号 平成１４年度南伊豆町水道事業会計補正予算（第２号）を議

題といたします。

朗読を求めます。

事務局。

〔事務局朗読〕

○議長（ 田国広君） 提案説明を求めます。

町長。

〔町長 岩田 篤君登壇〕

○町長（岩田 篤君） 議第７２号の提案理由を申し上げます。

収益的収支予算につきましては、水道事業収益を １０４万 ６，０００円、水道事業費用を ２２９万

２，０００ 円おのおの増額するものでありますが、詳細につきましては水道課長より説明させま

すので、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

○議長（ 田国広君） 水道課長。
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○水道課長（渡辺 正君） 初めに、１１ページをお開きください。

平成１４年度南伊豆町水道事業会計補正予算内訳書。初めに、収益的収入及び支出のうち、

収入であります。

１款水道事業収益でありますが、 １０４万 ６，０００円を増額しまして、２億 ７，９００万 ８，０００円

とするものでございます。

内訳としましては、１款営業収益２目の受託工事収益を １００万円増額します。内訳は、給

水装置工事収益金でございます。

３目その他営業収益３万円。これは、水道使用証明等の手数料でございます。

２項営業外収益１万 ６，０００円で、これは消費税還付金であります。

続きまして、１２ページをお開きください。

１款水道事業費用、補正額 ２２９万 ２，０００円を増額しまして、２億 ８，３９７万 ５，０００円とする

ものであります。

内訳としまして、１項営業費用２目受託工事費 １００万円です。これは給水装置工事費でご

ざいまして、３目の総係費４０万 ３，０００円を減額します。これは人事異動及び給与改定に伴う

ものでございまして、給料、手当、法定福利費、２１節の印刷製本の増減によるものでありま

す。

続きまして、４目簡易水道等費です。 １６９万 ５，０００円を増額します。内訳としましては、

人事異動及び給与改定によりまして、給料、手当、法定複利費の増によるものです。

以上で説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いします。

○議長（ 田国広君） 提案説明を終わります。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 質疑もありませんので質疑を打ち切りたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔発言する人なし〕

○議長（ 田国広君） 討論する者もありませんので、討論を終結いたします。
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採決いたします。

議第７２号議案は原案のとおり賛成の諸君の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○議長（ 田国広君） 全員賛成です。

よって、議第７２号議案は原案のとおり可決されました。

◎閉会中の継続調査申請書の件

○議長（ 田国広君） 日程第１７、閉会中の継続調査申請書の件を議題といたします。

議会運営委員長、総務財政委員長、文教厚生委員長及び産業土木委員長から、会議規則第

７５条の規定により、お手元に配付いたしました所管事務調査、本会議の会期日程等議会の運

営及び議長の諮問に関する事項について、閉会中の継続調査の申し出がありました。

お諮りいたします。

各委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定いたしまし

た。

◎議員派遣の件

○議長（ 田国広君） 日程第１８、議員派遣の件を議題といたします。

会議規則第 １１９条の規定により、お手元に配付いたしましたとおり、議員派遣申し出の件

及び町村議会議長会主催による研修会等の開催通知がありました。

お諮りいたします。

議員派遣の件は、お手元に配付いたしましたとおり、議員を派遣することにご異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

○議長（ 田国広君） 異議ないものと認めます。

よって、議員派遣については、お手元に配付いたしましたとおり、議員を派遣することに

決定いたしました。
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◎閉議及び閉会宣告

○議長（ 田国広君） 本日の議事件目は終了いたしましたので、会議を閉じます。

１２月定例議会の全部の議事件目が終了いたしました。

よって、平成１４年南伊豆町議会１２月定例会は本日をもって閉会いたします。

ご苦労さまでした。

（午前１１時３４分）
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地方自治法第１２３条第２項の規定により署名する。

平成 年 月 日

議 長 田 国 広

署 名 議 員 鈴 木 史 鶴 哉

署 名 議 員 梅 本 和
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